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はじめに 

地球温暖化という人類の生存に関わる脅威に対して、世界が立ち向かおうとしている。我

が国は、2050 年に、温室効果ガス排出量を 1990 年比で 50%削減するとの目標を掲げている。

また、2009 年 9 月に開催された国連気候変動サミットにおいて、同様に 2020 年までに温室

効果ガス排出量を 25%削減すると表明している。我が国の CO2 排出量の推移を見ると、産業

部門や運輸部門が減少傾向にあるのに対して、家庭部門や業務部門では依然として増加傾向

にあり、CO2 排出量の削減を目指す上では、家庭部門の対策が急務となっている。 

このため家庭では、今後 CO2 削減につながる再生可能エネルギー（太陽光発電等）、燃料電

池、電気自動車（プラグインハイブリット車、燃料電池自動車を含む）、蓄電池等の環境技術

の導入を進めていく必要がある。 

環境技術の導入は経済性や快適性を損なうため、情報通信技術との融合によって、生活の

快適性を損なわず、エネルギー利用の最適化を実現するとともに、ライフスタイル変革への

喚起や環境配慮への継続的な行動を促進する「家庭エネルギー情報の見える化」や「家庭エ

ネルギーの制御」等を実現させなければならない。 

そこで、本調査事業では、こうした機能を実現するスマートハウスを普及していくために

必要な「ビジネスモデルの検討」、業界横断的に参加できる「システムの共通仕様の検討」、

業界の垣根を越えた「魅力的なサービスの検討」「『CO2 見える化・評価』に係る実証提案の

検討」を実施した。また、「スマートハウスと地域コミュニティの連携可能性調査」について

も調査を実施した。 

本報告書は、上記の趣旨で実施した平成 21 年度スマートハウスプロジェクト実証事業（ス

マートハウスのビジネスモデルに係る調査研究）の成果を取りまとめたものである。本報告

書が今後産業界や各団体にとって「環境と経済の両立」と「低炭素社会への転換」に貢献で

きることを、心から願うものである。 

最後に本事業の推進にあたり、ご協力いただいた関係企業、関係団体、委員会委員各位並

びに有識者各位に対し、厚く御礼を申し上げる。 
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第1章 スマートハウス普及の背景と目的 

1.1. 家庭エネルギー対策の必要性 

2009 年 4 月に内閣府・経済産業省より、「未来開拓戦略（J リカバリー・プラン）」にて、

2050 年までに少なくとも 50%削減を目標とする「低炭素改革」戦略が示された。 

我が国の CO2 排出量の推移を見ると、産業部門や運輸部門が減少傾向にあるのに対して、

家庭部門や業務部門は依然として増加傾向にあり、半減を目指す上では家庭部門の対策が急

務となっている。 

 

1.2. スマートハウス普及への期待 

省エネ対策を施した家電や、太陽光発電、燃料電池、蓄電池等、賢くエネルギーを使うた

めに機器を組み合わせたシステム（以下、スマートハウス）が普及すれば、エネルギーの地

産地消が進み、生活の快適性を損なうことなく、再生可能エネルギーの利用を高めることが

できると期待されている。 

本調査事業におけるスマートハウスの定義を以下に示す。 

 賢く動く家電（ネットワーク情報家電）や蓄電を可能とする電気自動車や家庭用蓄電

池等、賢く需要マネジメントを実現する機器とそれをつなぐシステム 

 このシステムは、住宅内の“情報”を家庭のコントロール下で地域・社会と共有する

仕組み 

 このシステムは、それらの情報を基にエネルギー等の需要・供給情報を活用して、賢

くエネルギーが使用・制御される仕組み 

 

上記のようなスマートハウスが、宅外のネットワークに接続されると、これまでパソコン

や携帯電話等で実現されていたサービスが、スマートハウス内のさまざまな機器で実現でき

るようになる。生活者は、さらに便利に活用するようになり、家庭からの情報発信や欲しい

情報・サービスを求めるようになり、生活スタイル自体を進化させていく可能性がある。 

 

1.3. スマートハウス普及の課題 

一方、このようなスマートハウスの普及にあたっては、家庭の月々のエネルギーコストメ

リットを上回るコストが発生するため、導入コストに見合うメリットや、低炭素化に参加す

ることへのインセンティブを示すことが必要となる。 

また、スマートハウスを実現するための機器やサービスの事業化を進めている企業では、
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コストに見合わず事業継続が困難な状況にあり、社会インフラとして産・官・学が協力して

整備していくことが急務となっている。 

 

1.4. 本調査事業の位置づけと報告内容 

本調査事業での検討は、平成 21 年度スマートハウス実証プロジェクト（経済産業省）と連

動して、スマートハウスに係るビジネスモデル、システム共通仕様、新サービス、地域連携、

CO2 の見える化・評価の実証等について検討する。 

本検討にあたっては、（財）日本情報処理開発協会（以下、JIPDEC）が事務局を担当する、

「次世代電子商取引推進協議会（以下、ECOM）」の協力を得てスマートハウス整備委員会を設

置して実施する。「実施体制図」を図 1.4-1 に、「JIPDEC／ECOM について」を図 1.4-2 に示す。 

スマートハウス整備委員会
①スマートハウスに係るビジネスモデル検討
②スマートハウスに係るシステム共通仕様（利用）検討
③スマートハウスに係る魅力的なサービスの検討

④スマートハウスと地域コミュニティの連携可能性調査
⑤「CO2見える化・評価」に係る実証提案の検討

インフラ・プラットフォームWG
システム共通仕様（案）

アプリケーション／サービスWG
魅力的なサービス（案）

委員

派遣

次世代電子商取引
推進協議会

（ECOM）

財団法人 日本情報処理開発協会(JIPDEC)

電子商取引推進センター(ECPC)

連携 経済産業省
スマートハウス
実証プロジェクト

アドホックチーム1
「CO2見える化・評価」にかかる実証提案の

検討（案）

アドホックチーム2
システム共通仕様（案） ～ハウスメーカの

要求仕様の検討
 

図 1.4-1 実施体制図 
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JIPDEC/ECOMについて

（財）日本情報処理開発協会（ＪＩＰＤＥＣ）
設立： １９６７年１２月

事業規模： ３４億９，７５０万円（２００９年度予算）

職員数： １３７名

電子情報の高度かつ安全安心な利活用基盤の整備を推進

① 新たな電子情報利活用の仕組みの構築と、その仕組みに係る相互運用性や安全安心の確保

－－時空間情報、パーソナル情報、利用時点情報（ＰＯＵ）等

② 安全安心な電子情報利活用のための基盤・制度の整備と運営

－－プライバシーマーク制度、情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）適合性評価制度、

ＩＴサービスマネジメントシステム（ＩＴＳＭＳ）適合性評価制度、

事業継続マネジメントシステム（ＢＣＭＳ）適合性評価制度、電子署名認証制度

次世代電子商取引推進協議会（ＥＣＯＭ）
設立： １９９６年（１ｓｔＥＣＯＭ）、２００５年より３ｒｄＥＣＯＭ

会長： 國領二郎 慶應義塾大学総合政策学部長

会員： １１９会員（企業中心、若干の団体・有識者から構成）

事務局： （財）日本情報処理開発協会

新たな電子情報流通基盤の構築を推進

① 近未来バリューチェーンの整備－－時空間情報処理技術、情報共有化技術、ＰＯＵ情報の活用

② ビジネスインフラの整備－－業界を越えた／国際的な取引基盤としての標準EDI、関連ＤＢの構築

③ 安全安心電子情報流通環境整備－－個人情報保護、情報セキュリティ確保、電子署名基盤  

図 1.4-2 JIPDEC/ECOM について 

 

 

本報告書では、次の 5点について報告する。 

 スマートハウスに係るビジネスモデルの検討 

 スマートハウスに係るシステム共通仕様（利用）の検討 

 スマートハウスに係る魅力的なサービスの検討 

 スマートハウスと地域コミュニティの連携可能性調査 

 「CO2 見える化・評価」に係る実証提案の検討 
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第2章 スマートハウス整備委員会の取り組み 

2.1. スマートハウス整備委員会が捉える世の中の変化 

2.1.1. スマートグリッドによる変化 

本調査事業が捉える低炭素化に向けての変化を図 2.1-1 に示す。低炭素社会に向けて、情

報×エネルギーの双方向ネットワークを整備し、リアルタイムにエネルギーの需給調整を行

う「賢い電力網」（以下、スマートグリッド）の構築が進められている。日本版スマートグリ

ッドは、再生可能エネルギーの大量導入と電気自動車（以下、EV）の充電インフラから整備

が開始されている。現在は、エネルギー事業者が、生活者の需要に合わせてエネルギー量を

調整・供給している。スマートグリッドの波によって、将来的には、生活者の家庭で生成さ

れる再生可能エネルギーの量や電気自動車等に蓄積されるエネルギー量を把握し、これらの

情報を基に、供給量を調整し、エネルギーの需給調整を行っていくことが求められている。 

これにより、家庭エネルギー情報を取り扱う情報系インフラ（プラットフォーム）は、生

活者とエネルギー事業者をダイレクトにつなぎ、エネルギー、水、交通、ビル、学校、病院

等あらゆるものを結びつけ、低炭素社会、資源循環等の環境対応を実現していく。 

本調査事業が目的とするスマートハウス普及には、スマートハウスに対して情報やサービ

スを提供する「情報系インフラ」の構築が必須である。 

「スマートハウス/シティ」が捉える世の中の変化

スマートグリッドとは

 情報×エネルギーの双方向ネットワークを整備し、リアルタイムにエネルギーの需給調整を行う「賢い電力網」 （第１回 スマートコミュニティ関連フォーラムより）

 日本版スマートグリッドは、再生可能エネルギーの大量導入と電気自動車充電インフラから整備

スマートグリッド※による変化

生活者とエネルギー事業者が双方向ネットワークでつながる。

• 新たなライフライン「情報とエネルギーの双方向ネットワーク」により、生活者に情報が入り込み、

生活者がより賢くなることで、新たなライフスタイル・新たなサービスが創出される。

• 「情報」は、エネルギー制御に関わるため、高い信頼性が求められる。

生活者

電気

ガス 水道

生活者

家庭エネルギー情報

【将来】

電力事業者

ガス事業者 水道事業者

サービス
プロバイダー

情報系インフラ
（プラットフォーム）

【現状】 インフラ事業者が需要に合わせて供給調整

病院、学校、行政、交通、物流、
流通、金融など

介護

・E・E・E

サービス
プロバイダー

・・・

電力事業者

水道事業者ガス事業者

高信頼性が
求められる

電気

ガス

水道

情報系インフラがあらゆるものを結びつけ、
より快適で豊かな社会になる

電気・ガス・水道の流れ

情報の流れ

 

図 2.1-1 スマートハウス整備委員会の捉える世の中の変化 
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2.1.2. 家庭エネルギー情報を集めることが大前提 

スマートハウスからの家庭エネルギー情報は、低炭素化に向けて、エネルギーを賢く使う

ために利用される。低炭素社会を実現していくには、エネルギー供給会社等の事業者が、情

報系インフラを使って、家庭エネルギー情報を把握することが大前提となる。 

本調査事業が捉える情報系インフラの構築ステップを図 2.1-2 に示す。 

低炭素社会を実現するには、

家庭エネルギー情報を把握することが大前提

家庭エネルギー情報を収集して、基本サービスとして「CO2見える化・評価」を実現

家庭エネルギー情報を活用して、各種サービスや機器の制御の実現

将来的には、あらゆる分野で使われる便利なインフラに成長

学校、介護、行政、交通、流通、物流、金融、医療 など

ステップ 1 

ステップ 2 

 

図 2.1-2 スマートハウス整備委員会の捉える情報系インフラの構築ステップ 

 

生活者の家庭で生成される再生可能エネルギーの量、電気自動車等に蓄積されるエネルギ

ー量、エアコン、テレビ等各家電機器で使用するエネルギー量等の家庭エネルギー情報は、

生活者の所有物である。生活者は、分電盤の中を流れるエネルギー量や、各機器のエネルギ

ー使用量を把握することで、エネルギーの使い方を見直すことができる。低炭素化には、単

にエネルギーの使用量を減らすのではなく、夜間等使用が少ない時間帯にシフトすることや、

導入が進められつつある再生可能エネルギーが多く発生している時間帯にたくさん使用する

等、賢くエネルギーを使うことが求められている。 

家庭エネルギー情報を扱う情報系インフラは、ステップ 1 として、生活者自身が家庭内の

エネルギーをどのように生成、蓄積、使用しているかを把握する仕組みを構築する。しかし

ながら、平成 21 年度スマートハウス実証プロジェクト（経済産業省）の実証結果等から、生

活者は、1000KWh の省エネが何を意味するのかわからない等、エネルギー単位だけの表示で

は、低炭素へつなげにくいということが分かってきた。したがって、ステップ 1 では、家庭

内のエネルギー量の見える化・評価に加えて、CO2 に換算し、「CO2 見える化・評価」を基本

サービスとして構築する。これにより、ステップ 1 で、情報系インフラの収集系の基盤を整

備する。 
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ステップ 2は、収集された情報を活用するフェーズである。集積される家庭エネルギー情

報は、生活スタイルを映し出す情報である。生活者は、これらの情報を賢くサービス事業者

に提供することにより、よりきめ細やかなサービスを受けることができる。例えば、光熱費

の上限を設定し家庭内機器を自動制御することや、家庭内機器の自動保守サービス等の提案

や実証が既に開始されている。 

このようなサービスが広がると、将来的には、地域の見守り、教育、医療等あらゆる分野

で便利に使われるインフラへと成長していく可能性がある。 

 

2.2. スマートハウス整備委員会の活動 

家庭エネルギー情報は生活者の価値ある情報である。家庭エネルギー情報を生活者の判断

で提供されることよって、さまざまなサービスが可能となる。 

スマートハウス整備委員会では、スマートハウスにおける家庭内のエネルギー使用等の新

たな情報を、どのように流通させ、活用していくかという観点で、この問題に取り組んでき

た。スマートハウスが普及して、家庭内の情報へのアクセスが可能となった際に、情報を利

活用して、CO2 の削減に対する継続的インセンティブを付与したり、新しい家庭・住民サー

ビスを提供するようなビジネスモデルにつなげることができないか、また、そのためのスキ

ームはどうあるべきか等の検討を進めた。 

スマートハウス整備委員会の目的と作業項目を図 2.2-1 に示す。 

JIPDEC/ECOM スマートハウス整備WG（H21～） M
E
T
I

実
証
事
業

ス
マ
ー
ト
ハ
ウ
スP

J

（H

21
）

背景
 2050年に温室効果ガス排出量を少なくとも50%削減するという目標にむけ、積極的にライフスタイルや

インフラを転換させていくことで、経済成長への制約を逆に新たな需要の創出源とすることが求められ
ている（未来開拓戦略（Ｊリカバリープラン）平成21年4月17日 内閣府・経済産業省）

 低炭素社会実現は、家庭・業務両部門での省エネ、再生可能エネルギーの導入が重要

 この分野は情報技術を活用した「きめ細やかな制御」や「身近なサービスの出現」が不可欠

目的
 家庭への効果的な省エネ普及を進めるため、省エネ機器単体ではなく、住宅や情報・通信技術と連動

して、組み合わせでの導入を検討する

＝ エネルギー等の需要／供給情報を活用して最適制御する住宅（スマートハウス）の実現

 日本版エコトータルソリューションの海外発信も視野にいれる

作業項目
 低炭素社会を推進するビジネスモデルを作成し、その運用ルールを検討する

 要素技術を調査し、社会インフラとして整備すべく標準化仕様を検討する

 集積される家庭のエネルギー使用情報の活用、省エネ機器の組み合わせによる、新たなサービス
（キラーアプリ）の可能性を検討する

Ｉｎｐｕｔ

（H

22
）

共通
仕様

 

図 2.2-1 スマートハウス整備委員会の目的と作業項目 
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作業項目の詳細を以下に示す。 

 低炭素社会を推進するビジネスモデルを作成し、その運用ルールを検討する  

「スマートハウスに係るビジネスモデルの検討」 

「スマートハウスと地域コミュニティの連携可能性調査」 

「『CO2 見える化・評価』に係る実証提案の検討」 

 要素技術を調査し、社会インフラとして整備すべく標準化仕様を検討する 

「スマートハウスに係るシステム共通仕様（利用）の検討」 

 集積される家庭のエネルギー使用情報の活用、省エネ機器の組み合わせによる、新た

なサービス（キラーアプリ）の可能性を検討する  

「スマートハウスに係る魅力的なサービスの検討」 

 

2.3. スマートハウス整備委員会の体制とスケジュール 

スマートハウス整備委員会の活動の体制を表 2-3.1 に示す。 

委員会活動は、主査・梅嶋真樹先生（慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 特別

研究講師）のもと委員会を開催し、スマートハウスに係る「ビジネスモデル」「システム共通

仕様（利用）の検討」「魅力的なサービスの検討」「地域コミュニティの連携可能性調査」「『CO2

見える化・評価』に係る実証提案の検討」の審議を行った。また、ビジネスモデルの検討と

して、「インセンティブのあり方」と「ベースデザインのあり方」の検討を行った。 

スマートハウス整備委員会の下には、主査・池田一昭氏（日本アイ・ビー・エム㈱ 未来価

値創造事業）のもと、「インフラ・プラットフォーム WG」を設置し、委員会のスマートハウ

スに係る「システム共通仕様（利用）の検討」をサポートするための検討を行った。 

また、スマートハウス整備委員会の下には、主査・吉田博之氏（大和ハウス工業㈱ 総合

技術研究所）、副主査・松本誠一郎氏（㈱日立製作所 トータルソリューション事業部）のも

と、「アプリケーション／サービス WG」を設置し、委員会のスマートハウスに係る「魅力的

なサービスの検討」をサポートするための検討を行った。 

さらに、スマートハウス整備委員会の下に、リーダー・山内朗氏（㈱野村総合研究所 事業

戦略コンサルティング一部）のもと、アドホックチーム 1「CO2 見える化・評価」を設置し、

スマートハウス整備委員会の「『CO2 見える化・評価』に係る実証提案の検討」をサポートす

るための検討を行った。 

また、スマートハウス整備委員会の下に、リーダー・吉田博之氏（大和ハウス工業㈱ 総

合技術研究所）のもと、アドホックチーム 2「家庭内機器接続仕様～ハウスメーカの要求仕

様」を設置し、委員会の「スマートハウスに係るシステム共通仕様（利用）の検討」をサポ

ートするための検討を行った。 
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表 2.3-1 スマートハウス整備委員会全体構成 

主査/副主査 検討事項 メンバ

慶應義塾大学

政策・メディア研究科

特別研究講師

梅嶋真樹 先生

• ビジネスモデル

• システム仕様

• サービス案

• 地域連携

• CO2見える化・評価

32社
2自治体
2団体
（73名）

日本アイ・ビー・エム㈱

未来価値創造事業

池田一昭 殿

• スマートハウスに係るシステム
共通仕様（利用）（案）

12社
（26名）

大和ハウス工業㈱

総合技術研究所

吉田博之 殿

㈱日立製作所

トータルソリューション事業部

松本誠一郎 殿

• スマートハウスに係る魅力的
なサービス（案）

18社
（37名）

㈱野村総合研究所

事業戦略コンサルティング一部

山内朗 殿

• CO2見える化・評価（案）
9社

（12名）

大和ハウス工業㈱

総合技術研究所

吉田博之 殿

• システム共通仕様（家庭内
情報収集仕様）（案）

5社
（7名）

インフラ・プラット
フォームWG

アプリケーション
／サービスWG

平成22年3月1日現在

アドホック1

アドホック2

スマートハウス
整備委員会

 
 

スマートハウス整備委員会では、平成 21 年 10 月より委員会活動を開始し、全体委員会を

全 6 回、インフラ・プラットフォーム WG を全 3 回、アプリケーション・サービス WG を全 1

回、家庭内機器接続仕様アドホックを全 2 回、CO2 見える化・評価アドホックを全 5 回開催

した。 
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表 2.3-2 活動経緯 

回次 開催日

第1回 　平成21年10月29日

第2回 　平成21年11月26日

第3回 　平成21年12月17日

臨時 　平成22年1月14日

第4回 　平成22年1月28日

第5回 　平成22年2月25日

第6回 　平成22年3月11日

第1回 　平成21年10月29日

第2回 　平成21年12月22日

第3回 　平成22年2月25日

第1回 　平成21年11月26日

第1回 　平成22年1月18日

第2回 　平成22年1月22日

第3回 　平成22年2月1日

第4回 　平成22年2月25日

第5回 　平成22年3月9日

第1回 　平成22年1月19日

第2回 　平成22年1月28日

　平成21年度スマートハウス実証プロジェクトからの報告　など

　ベースデザイン、個人／地域 情報区分け、ヒアリングまとめについて
　情報保護について　など

　検討とりまとめについて
　ホームサーバアンケートまとめ　など

　エコサーバを中心としたインフラ・プラットフォームに期待したい機能
　や役割について　など

　平成22年度スマートコミュニティ関連予算説明
　これまでの活動の整理及び今後の活動について　など

区分
検討内容

スマートハウス整備委員会

インフラ・プラットフォームWG

　見える化評価について
　計測について　など

アプリケーション／サービスWG

アドホックチーム1 「CO2見える化・評価」

アドホックチーム2 「家庭内情報収集仕様」

　インセンティブについて
　ベースデザインについて　など

　ベースデザインについて
　個人／地域 情報区分けについて
　インセンティブまとめについて　など

　個人／地域　情報区分けについて

　実証仕様案（要件）を出すための確認　など

　実証仕様案（要件）を出すための検討　など

　実証仕様案（要件）を出すための検討　など

　ホームサーバに対するハウスメーカの要件定義について　など

　ホームサーバ要件定義案について
　今後の進め方について　など

　エコサーバに期待したい機能や役割について　など

　機能分類について
　スマートハウスにおける各登場人物の役割整理について　など

　ホームサーバ共通仕様について
　サービス案について　など

　アドホック1の検討内容について　など

 
 

活動へ参加した事業者を図 2.3-1 に示す。委員は、ハウスメーカ、家電メーカ、エネルギ

ー事業者、エネルギーメーカ、IT ベンダ、通信プロバイダ、自治体等様々な業種の主要事業

者 32 社、2自治体、2団体の専門家を中心に議論してきた。 
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＜Ｉ Ｔ＞
株式会社NTTデータ
日本電気株式会社
株式会社日立製作所
富士通株式会社
沖電気工業株式会社
東芝ソリューション株式会社
日本アイ･ビー･エム株式会社
日立ソフトウェアエンジニアリング
株式会社

＜自治体＞
青森県
北九州市

＜商社＞
住友商事株式会社

＜コンサル・調査＞
株式会社オージス総研
株式会社野村総合研究所
みずほ情報総研株式会社
株式会社三菱総合研究所

＜家電＞
シャープ株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社東芝
パナソニック株式会社
三菱電機株式会社

＜エネルギー＞
東京ガス株式会社
大阪ガス株式会社
新日本石油株式会社
株式会社NTTファシリティーズ

＜ハウス＞
大和ハウス工業株式会社
積水ハウス株式会社
住友林業株式会社
株式会社ミサワホーム総合研究所

＜セキュリティ関係＞
大日本印刷株式会社
凸版印刷株式会社
株式会社日本スマートカード
ソリューションズ

＜通信関係＞
株式会社NTTドコモ
KDDI株式会社

＜業界団体＞
グリーンＩＴ協議会
（社）日本電気計測器工業会

＜重電メーカー＞
株式会社日立製作所（重複）
三菱重工業株式会社

合計32社、2自治体、2団体 （合計87名）
平成22年3月1日現在

 

図 2.3-1 参加事業者 

 

2.4. スマートハウス整備委員会の活動で見えてきたこと 

2.4.1. 委員の問題意識 

スマートハウスが接続する情報系インフラは、さまざまな業種が相乗りするインフラとな

る。この検討にあたって委員会では、ハウスメーカ、家電メーカ、エネルギー事業者、エネ

ルギーメーカ、IT ベンダ、通信プロバイダ、自治体等様々な業種の主要事業者 32 社、2自治

体、2 団体の専門家にご参画いただき、生活者サイドという共通の視点から、議論してきた。

主な意見を以下に示す。 

 生活者は、安価で環境にやさしければ、エネルギー源が電気、ガス、分散電源であっ

ても構わない、いろいろな選択肢から選択できればよい 

 サービスの広がりこそが生活者のメリットであり、情報系インフラはさまざまなサー

ビスプロバイダが乗りやすいインフラであることが重要 

 エネルギーマネジメントに利用するのだから、安全・安心が重要 

 取り組みを広げるために、コスト低減を重視すべき                      

等 

 

さらに、委員の問題意識として、具体的に事業として取り組むには、各社個別ではコスト

に見合わず継続が困難な状況であり、社会インフラとしての整備が急務であるという意見が
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大多数であった。委員会では、各委員の意見をもとに、次の論点について、コンセプトの共

有化を図った。（図 2-4.1） 

 CO2 削減に対するインセンティブはどうあるべきか 

 個社のビジネスドメインに集中するためには、ベースデザインとしてどうあるべきか 

 家庭エネルギー情報は、生活者の所有物である。CO2 削減等地域・社会全体で役立て

るには、どのような区分け（匿名化等）が必要となるか 

 システム仕様で共通化すべき箇所はどこか 

 情報系インフラ上に広がる新サービスはなにか 

等 

各社個別に省エネ機器・サービス事業を実施

→ コストに見合わず、事業の継続が困難

→ 社会インフラとして整備が急務

スマートハウス普及に向けて委員間でコンセプトを議論し、共有化を図った。

 インセンティブのあり方

 ベースデザイン

 個人／地域 情報区分け

 システム仕様で共通化すべき箇所

 サービス案

など

問題意識

論点

 

図 2.4-1 スマートハウス整備委員会での問題意識 

2.4.2. インセンティブのあり方について 

スマートハウスの普及に向けて、委員会にて、「CO2 削減に対するインセンティブはどうあ

るべきか」に関する検討を行い、委員のコンセプトの共有化を図った。各委員からの意見を

図 2.4-2 に示す。 

 導入支援／助成 

創エネ、省エネ機器導入の助成やＨＥＭＳ導入推進等、CO2 削減に向けて国が支援すべき 

 社会インフラの整備 

エネルギーマーケット創出、さまざまなサービス創出基盤の整備が必要 

その中でも「CO2 見える化・評価」の共通基盤整備が必須 

 ライフスタイルの維持・向上 

便利なもの、快適なものでないと普及しない。低炭素化で豊かな暮らしを目指すべき 
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 様々なサービス 

まずは、家庭エネルギー情報の「見える化・評価」と公正な評価指標を決めるべき 

 その他考慮すべき点 

電力の安定供給、情報保護、コストに考慮すべき 

 

上記の中でも委員の意見として、CO2 見える化・評価を共通基盤として整備すべきとの意見

が大多数であった。主な理由を以下に示す。 

 家庭の CO2 削減には、「見える化・評価」することで個人の参加を促すことが効果的  

 評価するには、比較対象が必要で、そのためにはまとまった単位（地域）が必要 

 生活者は、KWh といったエネルギー単位の意味がわからない（1000KWh の省エネが何を

意味するのか等） 

 CO2 見える化評価には次の 3 つの要素があり、効果的に生活者の行動へつなげるには、

社会インフラとしての取り組み、検証が必要 

①家庭の何をどのように測定するか（機器リスト、計測単位等） 

②どのように評価すべきか（家族構成、地域差等の考慮） 

③インセンティブのあり方（費用対効果、原資等） 

 

これらの意見を元に、今後どのインセンティブが効果的であるかを、実証実験やアンケート

を通して検証していくことが期待される。 

導入支援／助成

社会インフラの整備

考慮すべき点

様々なサービス

 CO2削減に向けて「スマートハウスを普及」するためには様々なインセンティブが必要

 これらのアイデアを元に、どのインセンティブが効果的に働くかを検証していく。

インセンティブのあり方（JIPDEC/ECOMスマートハウスWGメンバからのご意見）

社会インフラの整備 ライフスタイルの維持・向上

売電支援

見える化

HEMS導入
エネルギー
生成機器

導入

高効率機
器導入

蓄電機器
導入

エネルギー
ﾏｰｹｯﾄ創出

ピークカット

エネル
ギー管理
高度化

公正適切な
評価

情報保護
情報価値

評価
電力品質

確保
コスト 原資確保 既築対応

ネット
ワーク化

削減行動
再生可能

エネルギー
購入

安定供給

住宅設備
導入

多様なサー
ビス創出

教育

双方向
サービス
の充実化

エコ診断

ランキング低炭素化で
豊かな暮らし

快適性

各家庭の低炭
素化ライフスタ
イルを支援す

る街づくり

電気料金
夜間割

ゲーム

バーチャ
ルエコシ
ティ連動

ペナルティ
／優遇

 

図 2.4-2 インセンティブのあり方 
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2.4.3. ベースデザインの 4 つの評価軸 

スマートハウス普及に向けて、委員会にて、ベースデザインに関する検討を行った。ベー

スデザインに対する各社の議論の中で、この取り組みは、単に CO2 が削減できるだけでなく

継続的に低減が図れることが必要であり、それには、コストが抑えられること、生活者自身

の快適性が損なわれないこと、系統へのインパクトが小さいことの、4つの評価軸の全てが

満たされる必要があることが見えてきた。（図 2.4-3） 

 

 CO2削減が継続的にできること
→ CO2削減活動は、すぐに飽きられる。

→ コミュニティで協力して実施。努力に応じたインセンティブ付与。

 コストメリット

→ 500kwhを使う家では電気代月1万円程度。

→ HEMSの効果（5～10%程度）ではペイしない。

 生活者の快適性

→ エコだけでは普及しない。

→ CO2削減のために、生活を犠牲にすることはできない。

 系統へインパクトが小さいこと

→ エネルギーはライフライン。系統へのインパクトは最小に。

→ エネルギーを使う場所で作る。無駄をなくす。

対応策に求められる４つの評価軸

 

図 2.4-3 スマートハウス普及対策に求められる 4つの評価軸 

委員の意見では、家庭の電気代は、約月 1万円程度であり、HEMS の効果（5～10%）だけで

はペイしない。生活者のメリットが必要である。快適性については、今まで、洗濯機やエア

コン単体で追及されてきた。システム全体で最適な絵を描くことや、欧米で検討されている

ような共同スペースに人が集まって会話できることがドミトリーの暮らしの重要な指標とい

った、生活の豊かさや暮らしぶりに対する研究も重要となってくる。また、家庭の機器に対

して一方的に外部から快適性を損なうような制御には反対（あり得ない）という意見が多か

った。 

その一方、快適性はオプションであり、生活の快適性が変わらない前提で金銭的メリット

を優先し、経済性に余裕が出てから快適性を追求すべき、という意見もあった。 

これらの検討テーマに対応し、事業として各社が組んでいくには、ハウス内だけでは帳尻

が合わず、シティ／コミュニティ等広い単位で、スマートハウス普及へ取り組む必要がある

ことが見えてきた。 
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図 2.4-4 家庭エネルギー情報には価値がある 

 スマートハウスは、情報系インフラに接続されることで、シティ／コミュニティへとつな

がることが可能となる。 

スマートハウスからの家庭エネルギー情報は、低炭素社会を実現していく上で、エネルギ

ーを賢く使うために利用される、価値ある情報である。サービス事業者と生活者をダイレク

トにつなぐ、「情報×エネルギーの双方ネットワーク」が整備されることにより、多様なサー

ビスが出現し、生活者がどんどん賢くなり、さらに情報をリクエストしたり、サービスを求

めたりできるようになる。 

スマートハウスの普及には、このような情報系インフラを生活者目線で捉え、家庭エネル

ギー情報を利活用することによって生み出されるサービスのみならず、複数のサービス企業

が連携するためのスキーム、生活者に意識させないセキュリティ等を検討していくことが期

待される。 

 

2.5. やるべきことの第 1 歩 

インセンティブの検討においては、CO2 見える化・評価を共通基盤として整備すべきとの

委員からの意見が大多数であった。 

スマートハウスを普及するための『はじめの 1 歩』は、機器の相互接続の共通仕様を一つ

に決めることではなく、家庭エネルギー情報を計測し、家庭に対して CO2 削減の方向性を示

す共通ルールを決めることにある。 

これを実現するために、スマートハウスが接続する「情報系インフラ」を図 2.5-1 に示す。

この情報系インフラを 2012 年までに整備し、各種サービスや制御が実現できるように拡張し

ていくことが期待される。 
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認証 認証 現・近時値の表示現・近時値の表示参照

（個人情報管理）

CO2見える化・評価の情報系インフラ上の

各種サービス・制御の整備

計測計測

評価
エネルギー量とCO2量の換算

評価
エネルギー量とCO2量の換算

見える化
表示

見える化
表示

CO2換算ルールCO2換算ルール

各種サービス
機能

計測処理計測処理

一時保存一時保存
見える化

処理

見える化
処理

ホームサーバ
（ホームゲートウェイ）

参加企業が２年後には事業活動
が行えるように家庭エネルギー情
報を活用する情報系インフラ（プ

ラットフォーム）を構築

家庭エネルギー情報を収集して、基本サービスとして「CO2見える化・評価」を実現

 

図 2.5-1 家庭エネルギー情報収集基盤 

「情報系インフラ」に接続されたスマートハウスによって実現される将来の生活スタイル

を図 2.5-2 に示す。 

 

図 2.5-2 目指している将来の生活スタイル 
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2.6. 今年度の検討結果 

2.6.1. スマートハウスに係るビジネスモデル検討 

スマートハウスに係るビジネスモデル検討として、前述の通り、委員会にて、「インセン

ティブのあり方」「ベースデザインのあり方」の検討を行った。これに加えて、JIPDEC 調査

にて、具体的にスマートハウスの導入促進が図られ、利用者にネットワーク外部性が働くプ

レイヤーについても追加検討した。今年度は、事例として、セキュアな情報を様々なプレイ

ヤー間で相互利用するクレジットカードのプレイヤーを調査した。 

調査および追加した検討内容を別冊／別添 1「金融分野におけるビジネスモデルの調査」

にまとめ、スマートハウスに係るプレイヤーの検討として以下を具現化し、本報告第 3 章「ス

マートハウスに係るビジネスモデル（プレイヤー）検討」に取りまとめた。 

 スマートハウスに係る最適なプレイヤー構成の洗い出し 

 各プレイヤーの定義と役割 

 各プレイヤーに求められるセキュリティポリシー等のガイドライン 

 ビジネスモデルを具現化する IT システム構成 

 各プレイヤーの収支計算（シミュレーション） 

 各プレイヤーが Win-Win になるための方法論の検討 

 

2.6.2. スマートハウスに係るシステム共通仕様（利用）の検討 

スマートハウスに係るシステム共通仕様（利用）の検討として、スマートハウス整備委員

会、および、平成 21 年度スマートハウス実証プロジェクト（経済産業省）と連携し、プロジ

ェクトから導かれるシステム共通仕様（利用）を整理した。 

具体的には、以下を検討し、その詳細を別冊／別添 2「スマートハウスに係るシステム共

通仕様（利用）の検討」および別冊／別添 3「スマートハウスに係る魅力的なサービスの検

討」にまとめ、サマリーを本報告書第 4章「スマートハウスに係るシステム共通仕様（利用）

の検討」に記述した。 

 エコサーバ（情報収集サーバ）の共通仕様 

 ホームサーバの共通仕様 

 流通する情報仕様 

 システムイメージ 

 

2.6.3. スマートハウスに係る魅力的なサービスの検討 

スマートハウスに係る魅力的なサービスの検討として、スマートハウス整備委員会にて、

スマートハウスから収集される家庭エネルギー情報を活用することで実現される、魅力的な
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新サービスや製品コンセプトを検討した。 

具体的には、以下を検討し、その詳細を別冊／別添 3「スマートハウスに係る魅力的なサ

ービスの検討」にまとめ、サマリーを本報告書 5章「スマートハウスに係る魅力的なサービ

スの検討」にまとめた。 

 ネットサービス系の新サービスや製品コンセプト 

 家電機器、住宅機器系の新サービスや製品コンセプト 

 エネルギー系の新サービスや製品コンセプト 

 

2.6.4. スマートハウスと地域コミュニティの連携可能性調査 

スマートハウスと地域コミュニティの連携可能性調査について、JIPDEC 調査およびスマー

トハウス整備委員会にて、スマートハウスを地域コミュニティへ展開させるための実証候補

地域の調査を実施した。 

具体的には、以下を検討し、本報告書 6章「スマートハウスと地域コミュニティの連携可

能性調査」にまとめた。 

 調査方法 

 地域コミュニティの連携可能性の調査結果 

  

2.6.5. 「CO2 見える化・評価」に係る実証提案の検討 

スマートハウス普及に向けた基本サービスとして「CO2 見える化・評価」の実証提案の検

討として、スマートハウス整備委員会にて、スマートハウスを活用して効果的に生活者へ低

炭素化を促すには、社会インフラとしてどのような仕組みが必要となるかを検討した。具体

的には以下を検討し、本報告書 7章「CO2 見える化・評価に係る実証提案の検討」としてま

とめた。 

 計測ルールのあるべき姿 

 評価ルールのあるべき姿 

 インセンティブのあり方 

 実証実験の評価と今後の課題 
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第3章 スマートハウスに係るビジネスモデル 

（プレイヤー）の検討 

3.1. 検討の手順 

スマートハウスに係るビジネスモデル（プレイヤー）の検討として、JIPDEC 調査にて、ス

マートハウスの導入促進が図られ、利用者にネットワーク外部性が働くビジネスモデルを検

討した。具体的な検討項目を以下に示す。 

 スマートハウスに係る最適なプレイヤー構成の洗い出し 

 各プレイヤーの定義と役割 

 各プレイヤーに求められるセキュリティポリシー等のガイドライン 

 ビジネスモデルを具現化する IT システム構成 

 各プレイヤーの収支計算（シミュレーション） 

 各プレイヤーが Win-Win になるための方法論の検討 

 

3.2. 最適なプレイヤー構成の洗い出し 

スマートハウスに係るプレイヤーには、家庭と家庭に向けたサービスを提供するプレイヤ

ー（サービスプロバイダ）だけでなく、情報の集約や交換といった機能を提供するプレイヤ

ーも登場するものと考えられる。また、ここに登場する機器も、サービスプロバイダのサー

バ、情報集約・交換を行うサーバ、ホームサーバ等が想定され、これらスキームを検討する

に当たり、クレジットカードという先例が参考になるものと思われる。 

本節では、我が国のクレジットカードスキームをベンチマークすると共に、スマートハウ

スに登場するプレイヤーの定義と役割を明確化する。 

3.2.1. 日本国内のクレジットカードスキームの変遷とプレイヤー構成 

日本国内のクレジットの歴史は 50 年と浅く、下図のように当初は【Ⅰ】段階の数社のク

レジットカード会社が独自でカード関係、加盟店用のシステム開発等をしていたがその後、

【Ⅱ】段階以降クレジットカードの磁気データフォーマット、エンボス体系等の日本工業規

格（Japanese Industrial Standards）化がされる等、業界内で標準化された。 

【Ⅱ】段階時点では、クレジット決済情報は各加盟店端末から直接クレジット決済を行う

会社(アクアイアラ)に送信されていた。 

【Ⅲ】段階は、クレジット決済情報を収集し、収集した決済情報を各アクアイアラに送信

する CAFIS (NTT データが提供するカード決済総合サービス)が誕生した。この CAFIS の出現
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により各端末の機能も集中管理(機能更新等)を行える高機能型に移行し、端末の維持管理の

効率化が図られるようになった。 

現在は【Ⅳ】の段階である。CAFIS と同様の機能を有するクレジット決済情報収集会社－

CARDNET(（株）日本カードネットワークが提供するオーソリゼーションデータのスイッチン

グサービスセンター）等が登場するとともに、この決済情報収集機能に加えて与信管理や決

済処理等の付加価値サービスを行うようになってきている。 

このクレジット決済情報収集会社は、決済情報のアクアイアラへの送信手数料、端末機能

更新や付加価値サービス等で運営されている。そのため接続される加盟店端末の数量、利用

者の多い加盟店獲得等がビジネスにおける基本戦略となっている。 

しかしながら、国内では加盟店端末とクレジット決済情報収集会社との間の手順の標準化

がなされておらず、決済情報収集会社を変えるには加盟店端末も変えなければならない。ISO

標準に変えていこうという動きもある。 

また、加盟店端末拡販は、アクアイアラ会社が行っている。一方、米国では【Ⅴ】段階の

情報処理代行会社が加盟店からのデータを収集するとともに、付加価値サービスである決済

処理等も行い、効率化・経費削減を図っている。 

この背景には、加盟店端末と決済情報収集会社との手順や決済情報収集会社とアクアイア

ラとの手順が、ISO 標準化手順を採用していることが挙げられる。 

ISO 標準手順を採用していることから、加盟店が決済情報収集会社を変更する場合にも、

単に契約、接続先の変更で済む。 

そのため決済情報収集会社の参入障壁が小さい。結果として、加盟店、クレジット会社双

方にとってメリットのある各種のサービス提供と低価格化が推進されている。 

決済情報収集会社の発展に伴いクレジット会社は、アクアイアラ業務等は決済情報収集会

社に任せ、如何にクレジットを利用してもらうか等のサービス開拓に注力している。 

また、欧州においても同様であり、既に ISO/IEC 標準手順を採用しており、EU の進化とと

もに新しい ISO 標準の採用に動いている。 

 

クレジットカード業界においては、個人情報、加盟店情報については法律で義務付けられ、

セキュリティ基準等はクレジットカードのブランド会社が中心となり世界的な基準の作成等

を行っている。下記に参考となる項目を記した。 

個人の信用情報は、銀行系・信販系等の各業界の信用情報機関が連携し CRIN(CredIT 

Information Network)という情報ネットワークにより異動(事故)・申告情報等のネガティブ

情報を交流している。 

加盟店関係の情報は改正割賦販売法（2009 年施行）により新たに「加盟店情報交換センタ

ー(JDM)」を設置し、認定制により割賦販売協会の全員に加盟店情報の登録を義務付けた。 

決済情報の処理を行う工程を対象としたセキュリティ基準については、PCIDSS(Payment 

Card Industry Data Security Standard)が定められている。この基準は、2004 年に起きた

大規模な情報漏洩事故をきっかけに株式会社ジェーシービー、American Express 

International 、 Discover Financial Services 、 VISA （ Visa International Service 
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Association）、MasterCard Worldwide の国際ペイメントブランド 5 社が共同で策定したクレ

ジット業界におけるグローバルセキュリティ基準である。 

また、関係団体として 2009 年に加盟店を管理するために設立された日本クレジット協会

(JCA)、会員の個人情報を適切に管理運営する日本信用情報機構や日本クレジットカウンセリ

ング協会（クレジットの多重債務に悩む消費者の生活再生のためのカウンセリングを行う）

等がある。 

個人情報、現金相当の電子バリューを扱うためセキュリティの強化等も業界を挙げ対応し

てきたが、現在はメガバンクの合併により金融系、信販系、消費者金融系等に分かれていた

各団体の統合、システム統合、法規制対応等が進み業界自体が転換期に入っている。 

このように歴史が浅い中で、資金決済では重要な立場を確保しつつあるクレジット業界の

ネットワークシステム、スキームが変遷し、現在の国内の決済手段である現金、クレジット

サービス、プリペイドサービス、キャッシュサービス等が、現金決済のリアル決済からクレ

ジット、ネットバンキング等のバーチャル決済(デジタル化)へ移行しつつあり、それに伴い

取引自体が対面取引から非対面取引へと移行し、情報の安全管理と本人確認がますます重要

な課題になっている。 

 

このクレジットカード業界の変遷・動向は、「加盟店端末を家庭のスマートメーター・ホー

ムサーバ」「クレジットカードの決済センターを情報処理代行会社」「カード会社をアプリケ

ーションプロバイダ」と置き換えることよりスマートハウスのスキームを推察可能となる。

ただし、スマートハウスに係る業界がスキーム・システムの進展により多岐にわたるため、

スマートハウスに関係する認定基準等が変わる可能性も考えられる。 
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Ｂ
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図 3.2-1 クレジットカードの変遷 
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図 3.2-2 米国の例 

3.3. 各プレイヤーの定義と役割 

スマートハウスでは、CO2 削減にあたり、各家庭でエネルギーがどのように使われている

のか、また使用したエネルギーは CO2 換算でどれほどの量なのか、どのようにしたら CO2 を

削減できるのかを定量的に把握し、実行するものである。 

ビジネスモデル検討にあたっての基本として、 

(1) 各家庭のエネルギー情報の収集 

(2) 収集した情報の評価 

(3) 収集した情報の活用 

の機能が必要と考えている。 

まず、エネルギー情報の収集において、前述の調査を活用すると、 

 ・カード ⇒ 家庭内のエネルギー使用機器 

 ・加盟店端末 ⇒ 家庭内でエネルギー情報を効率的に集めるための機器 

 ・CAFIS 等 ⇒ 各家庭のエネルギー情報を効率的に集めるための組織 

 ・カード会社 ⇒ エネルギー情報を活用したサービス提供会社 

が基本的なプレイヤーとして必要と思われる。 

しかしながら、スマートハウスにおいては、CO2 削減を効果的かつ継続的に行っていく必

要がある。また、家庭からのエネルギー情報は生活状況を推測可能であり、情報保護も重要

な要件である。 

基本的なプレイヤーに、これらの要件を加えたスマートハウスに係るプレイヤー構成を示

し、その役割に関して説明する。 
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・家電機器
・給湯機
・ＰＶ機器
・ホームサーバ 等
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電力、ガス、
水道等
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（スマートハウス）

個別情報

情報保護サービス
提供機関

認定機関

第三者機関

情報保護サービス
提供機関

認定機関

第三者機関

サービス
プロバイダ２

サービス
プロバイダ３

 
図 3.3-1 スマートハウスに係るプレイヤー 

① 生活者 

家庭内で使用されるエネルギー量及び家庭で生成するエネルギー量等の情報を

ホームサーバに収集し、家庭エネルギー情報として情報処理センター(情報収集代

行者)に提供するプレイヤー。家庭内の家電機器、PV 等、CO2 削減可能な機器の設

置、維持、及び CO2 削減行動の実施と継続等を行い、ホームサーバを通してエネル

ギー情報を提供することが求められる役割である。 

② 情報処理センター(情報収集代行者) 

生活者から提供されるエネルギー情報を収集、あるいは加工し、その情報をサー

ビスプロバイダに提供するプレイヤー。スマートハウスから提供されたエネルギー

情報を安全に収集し、その管理を行うとともに、評価基準に従って、バリュー配布

を行う。情報を元に評価を行うために CO2 量へ換算する。収集した情報を分析・加

工し、サービスプロバイダへの提供を行う。ホームサーバの稼働状況、機能更新、

搭載アプリケーションの管理等状態管理を行う。情報収集代行者は、複数のサービ

スプロバイダおよび多くの家庭との連携をスムーズに図る必要がある。一方、情報

収集代行者は、社会にとって有用な情報を収集し、管理するため、社会的に信頼の

あるプレイヤーが担うことが望ましい。たとえば、銀行やクレジットカード会社等

の金融機関、あるいは、国内通信インフラやエネルギーインフラ等の社会インフラ

を整備している機関等が有望である。他に、住宅や住宅関連機器の保守サポートを

担っているハウスメーカやディベロッパー、機器メーカ、警備会社等も候補として

あげられる。 
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③ サービスプロバイダ 

情報収集代行者から提供された情報を活用して、CO2 削減となるサービスを提供

するプレイヤー。情報収集代行者から提供された情報の安全な管理を行う。情報を

分析・加工しサービス提供を行う。サービス内容によっては、情報提供者の利用許

可を得る。ここで、提供するサービスの例としては、生活者に対して家電製品の利

用時間の変更(ピークシフト)等といったライフサイクル改善提案、地域での太陽光

発電等再生可能エネルギーの発電量予測の提供等種々考えられる。 

④ エコバリュー発行・管理センター 

CO2 削減を効果的かつ継続的に実施する参加者に与えられるインセンティブ(エ

コバリュー)の発行・管理を行うプレイヤー。 

エコバリューの発行、クリアリング(換金、エラー処理等)、流通量監視(不正監視

含む)、エコバリュー取り扱いライセンス、回収ライセンス等の供与等運用及び 

リスク管理が求められる役割となる。 

⑤ 機器製造会社 

ホームサーバ、CO2 削減に寄与する家電機器、太陽光発電等 PV 機器を製造する

プレイヤー。これら機器は、情報収集にあたり標準手順に準拠している機器の製造

やメンテナンスの提供が求められる役割となる。 

⑥ 第三者機関 

スマートハウスをサポートする第三者機関として、以下を想定している。 

 認定機関：情報収集代行者、エコバリュー発行・管理センター等のセキュリテ

ィ対応状況、運用状況等を評価、認定する役割を担う。 

 情報保護サービス提供機関：情報収集代行者、サービスプロバイダ等での情報

保護や運用にあたり関連サービス提供を担う。 

 

スマートハウスに係るプレイヤーとその役割を表にまとめる。また、情報収集代行者から見

たプレイヤー間の情報、バリューの流れの例を図 3.3-2 に示す。 
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表 3.3-1 スマートハウスに係るプレイヤーとその役割 

 

参画者 定義 主な役割 

生活者 

（スマートハウ

ス） 

エネルギー情報提供者 ・家庭エネルギー情報をエコサーバ（情報収集サー

バ）へ提供 

・機器設置、維持 

・サービス利用者 

・エコバリュー受け取り、利用 

エコバリュー発

行・管理センター 

インセンティブ原資の

提供者 

 

・エコバリューの発行・管理運営 

・エコバリュー発行ライセンス供与 

・エコバリュー回収ライセンス供与 

・エコバリュー取り扱いライセンス供与 

・エコバリューの商標管理、各種仕様書の作成と開

示、各種規定の策定、運用、管理、リスク管理等 

情報収集代行者

（地銀、流通系ク

レジットカード会

社等を想定）サー

ビスセンター 

スマートハウスから情

報を収集すると共に評

価、分析、加工を行う

 

 

・消費者からの家庭情報収集と CO2 評価 

・収集情報の保護・管理 

・エコバリュー配布 

・消費者へのホームサーバの設置、サポート、維持

管理 

・サービスプロバイダからの情報収集代行依頼受付

・サービスプロバイダへの情報提供と情報提供に見

合う対価（エコバリュー）の徴収 

・サービスプロバイダの各種サポート 

・サービスプロバイダのリスク管理 

・家庭からの問い合わせ、家庭への発信、クレーム

受付等を行うサービス 

サービスプロバイ

ダ 

情報利活用しサービス

を提供する 

・消費者等へのサービス提供 

・消費者からの情報収集の許可（サービス提供に必

要な情報のみ） 

・情報収集代行者へサービスに必要な情報収集を委

託 
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参画者 定義 主な役割 

第三者機関  

 認定機関 

 

関連機器、情

報処理代行者

の認定 

・スマートメーター、ホームサーバ等の機器、ソ

フトウェア等の認定 

・情報処理代行者の認定 

情報保護サー

ビス機関 

個人情報の保

護等のサービ

ス提供をする

機関 

・家庭の属性情報、サービスプロバイダとの契約

状況、エコバリュー情報等 

機器製造会

社 

 ホ ー ム サ ー

バ、家電機器、

PV 機器等の製

品製造と保守

・情報収集の標準手順に準拠したホームサーバ、

機器の開発、製造、販売、保守 

 

 

価値流通の仕組み

エコバリュー発行・管理センター

評価基準の制定機関

(継続の評価含む)
情報保護サービス提供機関

計測結果の分析・評価

計測結果(データ)の収集

収集データの販売

販売データに対する対価取得

ホームサーバ状態管理
（稼働状況、搭載ソフト管理等)

情報保護機能

スマートハウスモニタリングデータ管理に
関わる主体 （情報収集代行者）

ホームサーバ

ホームサーバ

サービスプロバイダ１

サービスプロバイダｎ

バリュー

バリュー

バリュー

データ

データ

電力会社など

対価
(お金)

対価(お金)

対価(お金)

提供サービスにより
バリュー交換比率
が異なる

バリュー

バリュー

スタート時
原資提供者

データ

サービス

・・
・

・
・・

※ エネルギーデータを扱わないサービスのケース

対価(お金)

サービス

サービス

サービス

サービス 対価
(お金)

生活者１

バリュー

バリュー

バリュー

バリュー

生活者ｎ

第三者機関

 

            図 3.3-2 情報とバリューの流れの例 
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3.4. 各プレイヤーに求められるセキュリティポリシー等の 

ガイドライン 

スマートハウス実現に向け、家庭と授受される情報を取り扱う事業者は多岐にわたるもの

と想定される。その際、取り扱われる情報によって、事業者間のセキュリティポリシーを明

確化しておく必要がある。 

本節では、各プレイヤーに求められるセキュリティポリシー等に関するガイドライン案を

記述する。 

 

3.4.1. 各プレイヤー間のデータ授受と確保すべきセキュリティレベル 

家庭（生活者）から発せられた情報は、情報収集代行者に受け渡され、そこでデータ蓄積、

並びに加工が施される。情報収集代行者は、家庭が個別に契約を結ぶサービスプロバイダに

対して、提供可能な情報を授受する。また、家庭が省エネに貢献することによって付与され

るインセンティブをやり取りするため、情報授受の履歴を踏まえたやり取りが、情報収集代

行者とエコバリュー発行・管理センターとの間で行われる。これら経路に関する情報のセキ

ュリティ確保が重要になる。 

前述の通り、家庭から送付される情報は、生活者の振る舞いが明らかになるだけでなく、

家庭の人員構成や日々の行動パターンといったプライバシーに関わる内容をも想像すること

ができる、重度の高い情報となる。 

 

この家庭は、学生の子を持

つ世帯であると推察される。

全体に均一で、常に

家庭に誰かが居る。 夕方帰宅したのは、学

生の子供ではないか
早朝から起きて
いる人がいる

Aさんのある日

 

図 3.4-1 家庭の情報から分かること 

 

従って、家庭から発せられる生データ（ロードカーブデータ）が情報収集代行者に受け渡

されるまでの経路に関してのセキュリティレベルは、非常に高いものが要求される。 

また、情報収集代行者から各種サービスプロバイダへ受け渡される情報も、個人が特定可

能な情報を含むことになり、セキュリティレベルは高くなる。 
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一方、家庭に付与するインセンティブを算定（原資提供）する事業者に対しては、個人情

報を個別 ID 等で管理することを想定すれば、そのリスクに応じたセキュリティが要求される。 

尚、バイオ認証等を前提とした極めて高いレベルでのセキュリティの実装は、データ取得

が機器により自動で行われるという性格上、現時点での検討範囲としては該当しないものと

考えられる。 

 

3.4.1.1 プレイヤー間のデータ授受構造 

プレイヤー間でのデータの授受に関しては、現存する電子式メーターが保持するデータを

参考にすることができる。 

海外のスマートメーターは、15 分、或いは 30 分毎の電力利用量を KWh 単位で保持し、定

期的にセンターに送付している。また、我が国の電子式電力メーターの多くも 30 分毎の電力

利用量を KWh で保持している。これらのケースを加味すると、家庭内エネルギー情報を情報

収集代行者に送付する授受構造としては、KWh 単位での 30 分値を電文構成に保持する必要が

あると考える。 

一方、ガスや水道の利用量に関しては、電力と違って利用時間に差異があるため、データ

収集の間隔を再考する必要もあるが、まずは電力と同様に 30 分毎の値を取得することで、ス

マートハウスに必要となる要件を大枠で満たすものと思われる。 

その他、データ授受構造として考慮しておかないといけないのが、ホームサーバとの通信

路の確保状況や、ホームサーバ自身のステータス管理となる。情報収集代行者が、指定され

たホームサーバと接続する際、応答の有無を確認できる電文や、ホームサーバが異常状態に

ないかどうかといった状態通知電文も規定しなければならない。 

また、参加企業各社へのアンケート調査からも提起されたように、PV、EV、FC といった家

庭内エネルギー発生・制御系機器の稼働情報や、冷蔵庫、エアコンといった主要な白物家電

の情報も適宜採取可能な電文構成を検討しておく必要がある。 

一方で、省エネで常に話題となる、DSM(Demand Side Management)や、遠隔からエネルギー

の供給停止・停止解除を行う機能もいずれは要求されるものと思われるが、スマートハウス

の基本要件定義段階では、これら機能はオプションとして扱うことを推奨する。 

 

3.4.1.2 扱いデータの秘匿性と流出時のリスク 

家庭から発せられる情報の大半は、エネルギー利用状況に関するデータであり、ここに個

人を識別する ID 等が付与されたとしても、あくまで数値の羅列であるため、電文傍受による

情報の流出リスクは概して低い。しかし、一方で電文フォーマットが公開されることを想定

すると、その数値の持つ意味は非常に重要となるため、何らかの手段を以って秘匿性を担保

する必要がある。 

家庭と情報収集代行者間のネットワークが、専用線で構成されるケースは稀であり、多く

の場合にはインターネット接続を前提としたブロードバンド網、固定や移動体を利用したダ

イヤルアップ通信網となるものと考えられる。従って、家庭と情報収集代行者間でのセッシ

ョンは、VPN 等での暗号化を施すことは必須条件となる。 
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また、授受される情報に含まれる識別子（ID 等）が改ざんされる恐れを考慮し、ホームサ

ーバと情報収集代行者サーバとは、暗号鍵を用いた授受を前提とした暗号方式が実装される

ことが望ましい。その際、共通鍵方式を採用するか、公開鍵方式を採用するかといった議論

は、後述するセキュリティ確保の方策にて検討する。 

更に、情報の改ざん有無を明確化する上で、証明書の付与もセキュリティレベルを向上す

る施策として検討される。この場合、第三者的なの存在も必須となり、情報収集代行者がそ

の機能を担うか、或いは、まったく別の機関が司るのかといったことも考慮する必要がある。 

情報収集代行者より上位の事業者との情報のやり取りに関しては、専用線での通信路の確

保が望ましいが、コストとの見合いも考慮し、インターネット VPN や EDI といった方式上で

の秘匿性の確保は必須条件となる。 

家庭から発せられるエネルギー情報が流出した場合、前述の通り、その家庭の属性や生活

スタイル、様式等が類推される危険性もあり、秘匿性確保の重要性は極めて高い。仮に、昼

間在宅していない家庭であることが犯罪者に把握されてしまった場合に、起こりうる事態を

想像することはたやすいであろう。 

 

3.4.1.3 確保すべき情報セキュリティのレベル（データ別） 

スマートハウスの基本サービスとして実装すべき情報としては、大別して以下の 4 つの種

類に分けることができる。それぞれの種別に従って、情報セキュリティのレベルを検討する。 

 電気、ガス、水道の利用情報（30 分値等） 

各種メーターやそれに付随する機器（例えば、分電盤）から取得可能な情報は、生活者

のライフスタイルを比較的たやすく類推できる情報であり、確保すべき情報セキュリテ

ィのレベルは高く設定すべきとなる。但し、情報収集代行者との情報の授受は、基本的

には機器（サーバ）間での自動運転となるため、個人をバイオ認証等により特定するほ

どのレベルを要求する必要は無いと思われる。 

 PV、EV、FC 等の家庭内エネルギー機器情報 

家庭内エネルギー機器に関する情報は、スマートグリッドに直結すべき情報であり、エ

ネルギー事業者が保証するセキュリティレベルを維持する必要がある。これは、今後の

エネルギー事業者との協議が前提となるが、概して高いレベルが要求されるものと考え

られる。 

 冷蔵庫、エアコン等の白物家電稼働情報 

各種家電品の稼働情報（エネルギー利用状況）は、メーターからの情報に准ずる、或

いは、因子としてブレークダウンした情報となり、同等な重要度があるものとも考えら

れる。一方で、当初のスマートハウスでの個別機器情報の扱い方としては、省エネ家電

への乗り換え喚起や、生活者自身が見える化されることによる省エネへの貢献とインセ

ンティブの確保を目的とする。また、これらの情報は生活スタイルを映し出すものでは

なく、また、エネルギーの安定供給に関わるものではない。これらの情報は、生活者自

身が、情報提供とその対価に応じて、判断すべきものである。したがって、共通ルール

として考慮すべき情報セキュリティのレベルは、中程度か、それ以上であればよいもの
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と考える。 

 ホームサーバの状態管理 

情報収集代行者は、定期的にホームサーバと交信することを前提としている。ホーム

サーバは、家庭におけるハブであると同時に、宅内情報をキャッシュしていることもあ

り、外部からの攻撃等に対抗できる措置を施す必要がある。従って、ホームサーバの状

態管理に関する情報のセキュリティレベルは、比較的高いものを想定すべきであると考

える。 

 

これら 4 つの情報に加え、上位で分析・加工される情報として、生活者のエネルギー情報

とインセンティブ情報の 2 種類も同様にセキュリティレベルを考慮する必要がある。表 3.4-1
にまとめる。 

 
表 3.4-1 スマートハウスに係る取扱情報のセキュリティレベル 

守るべき情報 情報発信者 情報受取者 セキュリティレベル
① 電気、ガス、水道の利用情報（30分値等） 家庭 情報収集代行者 高
② PV、EV、FC等の家庭内エネルギー機器情報 家庭 情報収集代行者 高
③ 冷蔵庫、エアコン等の白物家電稼働情報 家庭 情報収集代行者 中
④ ホームサーバの状態管理 家庭 情報収集代行者 高
⑤ 生活者のエネルギー利用情報（加工データ） 情報収集代行者 サービスプロバイダ 高
⑥ 生活者に付与すべきインセンティブ情報 インセンティブ原資発行者 情報収集代行者 中  

 

スマートハウスで扱われる情報のセキュリティレベルは、概して高くなるものと設定すべ

きであると考える。従って、情報収集代行者の機器（サーバ）だけでなく、家庭からの情報

を取得するホームサーバへの高度なセキュリティ実装も求められ、必然的にホームサーバの

ハード、ソフト両面での高度化が要求される。 

3.4.2. セキュリティの確保の方策オプション 

情報の秘匿性を確保するためのセキュリティ実装技術（手段）を提示する。 

情報セキュリティ方式の特徴を比較する上で、共通鍵暗号化方式と公開鍵暗号化方式のメ

リット、デメリットを以下のように整理する。 

メリット デメリット

共通鍵暗号方式 • 暗号化と復号化の処理が高速であ
る。

• 暗号化と復号化は同じ(共通)の鍵なので、鍵
の受け渡しが課題（盗まれると、その鍵で復
号化されてしまう）－鍵管理が大変。

• 相手の数だけ、鍵を作る必要がある。不特定
多数に不向き。

公開鍵暗号方式 • 暗号化と復号化が別々の鍵で行う
ものであり、１つの鍵を公開すれば
よい。不特定多数向き。

• 鍵管理が容易。

• 暗号化と復号化の処理が、共通鍵暗号に比
べて遅い。

 
表 3.4-2 暗号化方式のメリット、デメリット 
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共通鍵暗号方式は、登場するプレイヤーやノード（機器）の数が限定的であれば、処理速

度やコストメリットが高く、採用されるケースが多い。しかし、1 種類の鍵でやり取りがな

されるため、万一、共通鍵の盗難や複製がされた場合には、システム全体の鍵を入れ替えな

ければならないという難点もはらんでいる。 

一方の公開鍵方式は、不特定多数での情報のやり取りに適しているため、プレイヤーや参

加者が多岐にわたる場合には採用されるケースが多い。但し、プレイヤーの数に見合った鍵

対（公開鍵と秘密鍵のペア）を管理する仕組みと、コンピュータでの演算処理にある程度の

パフォーマンスが要求されるといった問題も持っている。 

上記により、ホームサーバに求められるセキュリティ要件としては、ホームサーバたる認

定がなされており、それを特定する機能も必要となる。また、ホームサーバは、各種アプリ

ケーションをダウンロードすることも想定されるため、アプリケーション管理機能もセキュ

リティ要件として挙げるべきである。 

情報収集代行者は、その資格を認定機関から付与される必要がある。また、家庭から採取

した情報を集約する性質上から、データの加工や保護といったセキュリティ要件を満足する

ことも必須条件となる。 

サービスプロバイダは、その事業主体が公序良俗に反する行為を行う可能性があってはな

らないことから、その資格をどのように付与するかを明確化しなければならない。また、デ

ータの特定や保護に関しても、情報収集代行者と同様に堅牢なセキュリティ要件を満たすべ

きである。 

家電①

家電②

家電③

生活者Ａ

生活者Ｂ

・・・

家電④

家電⑤

・・・

ホーム
サーバA

ホーム
サーバB

情報収集代行者a

サービスプロバイダⅠ

サービスプロバイダⅡ

サービスプロバイダⅢ

【機器特定】
・自分の家電と、他の家の家電を区別
【データ保護】
・取得情報等の保護

【認証】
・情報収集代行者やホーム
サーバが正当なものかを保証
【データ保護】
・取得情報などを安全に送受信 【資格】

・サービスプロバイダたるセキュリ
ティ条件

【データ特定】
・入手したデータがどの家庭のも
のかを特定しサービスに利用
【データ保護】
・収集したデータの漏洩防止

【資格】
・代行者たるセキュリティ条件
【データ加工】
・収集したデータを必要に応じて絞
り込みや加工処理
【データ保護】
・収集したデータの漏洩防止（サー
バへの不正アクセスや、第三者へ
誤送信された場合なども想定）

・・・要検討事項

【認定】
・ホームサーバーたるセキュ
リティ要件
【ホームサーバーの特定】
・一意に特定可能となること
【アプリ管理】
・機能追加に対応

【認証】
・情報収集代行者や
サービスプロバイダが
正当なものかを保証
【データ保護】
・取得情報などを安全に

送受信

 
図 3.4-2 セキュリティのあり方に関する検討事項 
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3.4.2.1. セキュリティ確保方策オプションの本事業への適応例 

スマートハウスへの共通鍵暗号方式と公開鍵暗号方式、それぞれの適用例を示す。 

家電①

家電②

家電③

生活者A

生活者B

・
・
・

家電④

家電⑤

・
・
・

ホーム
サーバA

ホーム
サーバB

サービスプロバイダⅠ

サービスプロバイダⅡ

サービスプロバイダⅢ

・・・共通鍵

鍵Ａ

鍵Ⅰ

鍵A

鍵B

鍵B

鍵Ⅰ

鍵Ⅱ
鍵Ⅱ

鍵Ⅲ

鍵Ⅲ

鍵①

鍵②

鍵③

鍵④

鍵⑤

鍵①

鍵②

鍵③

鍵④

鍵⑤

全て秘密鍵なので、各鍵を厳密に
管理する必要がある

鍵①、②、③は同一も可

鍵④、⑤は同一も可

■情報保護の観点からは、鍵A,B、鍵Ⅰ、Ⅱ、Ⅲは、
各々別個の鍵がベター

情報収集代行者a

 

図 3.4-3 共通鍵暗号方式でのスマートハウスの実現 

上図では、宅内の機器とホームサーバ間での情報のやり取りにも共通鍵を利用することを

想定している。その結果、プレイヤーの数が制限されているにも関わらず、存在するノード

（機器）が多岐にわたることから、多くの共通鍵を準備する必要性がある。 

本来、共通鍵の利用は、鍵管理を容易にすることも目的の一つとなっているが、スマート

ハウスへの実装において、高度なセキュリティを保持することを前提とする場合には、その

管理が煩雑となって不向きであるものと考えられる。 

次に、公開鍵暗号方式での適用例を示す。 

家電①

家電②

家電③

生活者A

生活者B

・・・

家電④

家電⑤

・・
・

ホーム
サーバA

ホーム
サーバB

情報収集代行者a

サービスプロバイダⅠ

サービスプロバイダⅡ

サービスプロバイダⅢ

・・・公開鍵

・・・秘密鍵

公開鍵a１

秘密鍵a

公開鍵a１

公開鍵Ⅰ１

秘密鍵Ⅰ

情報収集代行者Aに対して情報送信を行う際に、
ホームサーバAは情報収集代行者aより、
公開鍵aを取得する
⇒常に公開鍵aを管理しておく必要はない

公開鍵A１

秘密鍵A

公開鍵B１

秘密鍵B

家電機器①、②、③等の処理負担
が共通鍵に比べて大きい

公開鍵Ⅱ１

秘密鍵Ⅱ

公開鍵Ⅲ１

秘密鍵Ⅲ

 

図 3.4-4 公開鍵暗号方式でのスマートハウスの実現 
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公開鍵暗号方式での実装は、ノード（機器）単体で見れば鍵管理が非常に容易となり、共

通鍵に比較しても、その管理対象数を劇的に減少させることが可能になる。また、特定の鍵

が漏えい、或いはクラッキングされたとしても新たな鍵対を発行することにより、スマート

ハウス全体の系に与える影響は少ない。 

難点としては、前述の通り、暗号化、複合化に機器の能力が要求されるといった問題があ

るが、想定されるホームサーバですら今日提供されるハイスペックなパーソナルコンピュー

タ程度であるならば、難なく処理することが可能となる。（仮に、宅内での情報処理に IC カ

ード等を利用するとなると公開鍵の利用は限定的となる。） 

本調査における結論としては、セキュリティ確保の柔軟性と将来的な電子認証への展開を

含め、公開鍵暗号方式でのスマートハウス実現が有効である。 

 

3.5. ビジネスモデルを具現化する IT システム構成 

3.5.1. 本事業で想定する IT システム構成 

スマートハウス実現を目指した IT システムの全体像（案）を次のように想定する。 

情報収集
システム

情報分析・評価
システム

ホームサーバ
管理システム

エコバリュー
発行システム

課金処理

エコバリュー
管理システム

情報処理シ
ステム

サービス提
供システム

顧客管理シ
ステム

機器製造
会社Ｂ

ホーム
サーバ

家電機器

スマートメータ
再生可能
エネルギー
生成システム

蓄電システム

エネルギー
供給会社

顧客管理
システム

第三者機関

エコバリュー発
行・管理システム

課金処理

情報収集代行者

クリアリング
処理システム

生活者１

エコバリュー発行・管理センター

サービスプロバイダ １

ネットワーク

ネットワーク

ネットワーク ネットワーク

スマートハウス ２

サービスプロバイダ ２

家庭内
ネットワーク

ネットワーク

ネットワーク

ネットワーク

機器製
造会社Ａ

 

図 3.5-1 IT システム構成 

上記、IT システム構成を利用する全体システムの流れを図 3.5-2 に示す。 
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情報収集代行者の事業開始環境の
整備

サービスプロバイダによる情報収集
代行者のサービス利用環境整備

家庭（生活者）のサービス利用環境
整備

家庭へのデータ提供インセンティブ
の提供、サービス提供

・情報収集代行者が事業を開始するための準備プロセス

・情報収集代行者がデータや分析結果を提供するサービスプロバイ
ダに対して、要件が満たされていることを確認し、情報収集代行者
のサービス利用ライセンスの発行、契約を行うプロセス

・情報収集代行者と契約した家庭や、情報収集代行者による提供
サービスを利用する家庭へのホームサーバの配布手配および必
要な契約の締結などを行うプロセス、

・家庭からのデータ収集、サービスプロバイダへの分析データ等の提
供、およびインセンティブの配分などのサービス開始以降

準備～事業開始プロセス プロセスの概要

プロセス①

プロセス②

プロセス③

プロセス④

 

図 3.5-2 各プレイヤー間でのサービスと対価のやり取り 

 

プロセス①  

情報収集代行者の事業開始準備に当たって、第三者機関、メーカの間での取引が発生する。

情報収集代行者は、第三者機関から認証を取得し、以降、定期的なチェックと認証の更新を

受けることとなる。 

プロセス①では、上記のような業務をサポートする IT システムが必要となる。 

情報収集代行者の事業開始環境の整備

プロセス 生活者 情報収集代行者 第三者機関 機器製造会社
認定機器販売・

設置業者

エコバリュー発
行・管理センター

サービスプロバイダ

利用環境
構築

認定申請 ①代行者認定
審査
②機器認定

←機器認証
申請

資格認定獲得 SH/SC知財を
使用した機器
のライセンス
付与（対メー
カー）／情報
収集代行者資
格の付与

認証獲得

資格認証料 ライセンス使
用料

情報収集代行者の事業開始環境の整備

プロセス 生活者 情報収集代行者 第三者機関 機器製造会社
認定機器販売・

設置業者

エコバリュー発
行・管理センター

サービスプロバイダ

利用環境
構築

認定申請 ①代行者認定
審査
②機器認定

←機器認証
申請

資格認定獲得 SH/SC知財を
使用した機器
のライセンス
付与（対メー
カー）／情報
収集代行者資
格の付与

認証獲得

資格認証料 ライセンス使
用料  

図 3.5-3 情報収集代行者の環境整備 

 

プロセス②  

情報収集代行者は、データや分析結果を提供する先のサービスを企画・宣伝し、これを利

用して家庭向けにサービスを実施するサービスプロバイダを募る。 

その上で、サービスプロバイダが、家庭の個人情報の扱い等について情報収集代行者の求

める業務品質やセキュリティ等の管理能力を有するかどうかを審査した上で、サービス利用

ID の発行等を行う。 

情報収集代行者が、サービスプロバイダに提供するサービスは、①情報収集代行者が収集
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した家庭のエネルギー使用データを家庭の許諾を条件として、サービスプロバイダの要請に

応じて適宜加工し、提供するサービスと、②情報収集代行者が家庭から収集した情報を集

計・加工して、匿名データとしてサービスプロバイダが利用できるサービスに大別される。 

情報収集代行者は、サービスプロバイダの利用サービスに応じてサービスプロバイダに課

金し、料金を徴収する。 

プロセス②では、上記のような業務をサポートするための IT システムが必要となる。 

サービスプロバイダによる情報収集代行者のサービス利用環境整備

プロセス 生活者 情報収集代行者 第三者機関 機器製造会社
認定機器販売・

設置業者

エコバリュー発行・
管理センター

サービス

プロバイダ

サービス
プロバイダ

の認証・登録

情報収集代行イ
ンフラ・データ利
用受付・審査、
情報収集代行イ
ンフラサービス
の利用許諾

代行インフラ・デー
タ利用、申し込み

ID発行等、デー
タ提供

インフラ、
家庭サービス向け

データ利用料

インフラ、
データ二次利用料

生活者の
サービスプロ
バイダ利用

ID発行等

アプリ利
用料

サービスプロバイダによる情報収集代行者のサービス利用環境整備

プロセス 生活者 情報収集代行者 第三者機関 機器製造会社
認定機器販売・

設置業者

エコバリュー発行・
管理センター

サービス

プロバイダ

サービス
プロバイダ

の認証・登録

情報収集代行イ
ンフラ・データ利
用受付・審査、
情報収集代行イ
ンフラサービス
の利用許諾

代行インフラ・デー
タ利用、申し込み

ID発行等、デー
タ提供

インフラ、
家庭サービス向け

データ利用料

インフラ、
データ二次利用料

生活者の
サービスプロ
バイダ利用

ID発行等

アプリ利
用料

 

図 3.5-4 サービスプロバイダの環境整備 

 

プロセス③  

情報収集代行者は、家庭の申し込みに基づいて、サービスプロバイダによるサービスを利

用するために必要なホームゲートウェイ（ホームサーバ）を手配し、家庭に設置する。 

プロセス③では、上記のような業務をサポートするための IT システムが必要となる。 

家庭（生活者）のサービス利用環境整備

プロセス 生活者 情報収集代行者 第三者機関 機器製造会社
認定機器販売・

設置業者

エコバリュー発
行・管理センター

サービス

プロバイダ

生活者の
情報収集代行
者への登録・

利用申請

情報収集
代行利用
申し込み

生活者利用申し込み
受付、機器選定受付

機器発注・購入

機器費用 HGW製造・販
売

HG配送配、委託 HGW配送・
設置

HGW配送、設置委託
費

HGW設置

家庭（生活者）のサービス利用環境整備

プロセス 生活者 情報収集代行者 第三者機関 機器製造会社
認定機器販売・

設置業者

エコバリュー発
行・管理センター

サービス

プロバイダ

生活者の
情報収集代行
者への登録・

利用申請

情報収集
代行利用
申し込み

生活者利用申し込み
受付、機器選定受付

機器発注・購入

機器費用 HGW製造・販
売

HG配送配、委託 HGW配送・
設置

HGW配送、設置委託
費

HGW設置

 
図 3.5-5 家庭の環境整備 
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プロセス④  

上記（1）～（3）のプロセスを経た上で、情報収集代行者は、家庭のエネルギー利用デー

タの収集、収集したデータを加工・集計してサービスプロバイダに提供するサービス、およ

び収集データに基づくポイント等の発行とエコバリュー発行・管理センターへのサービス提

供と原資の獲得、のそれぞれのサービスと、これに必要なプロモーションを含めた事業活動

に入る。 

プロセス④では、上記のような業務をサポートするための IT システムが必要となる。 

家庭へのデータ提供インセンティブの提供、サービス提供

プロセス 生活者 情報収集代行者 第三者機関 機器製造会社
認定機器販売・

設置業者

エコバリュー発
行・管理センター

サービス

プロバイダ

原資確保 データ
（サービス提供）

サービス利用料

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ原資、ポイ
ント還元分

原資提供

サービス利用
開始

登録・情報
提供

データ収集

ｻｰﾋﾞｽ・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ提
供

家庭へのデータ提供インセンティブの提供、サービス提供

プロセス 生活者 情報収集代行者 第三者機関 機器製造会社
認定機器販売・

設置業者

エコバリュー発
行・管理センター

サービス

プロバイダ

原資確保 データ
（サービス提供）

サービス利用料

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ原資、ポイ
ント還元分

原資提供

サービス利用
開始

登録・情報
提供

データ収集

ｻｰﾋﾞｽ・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ提
供

 
図 3.5-6 家庭へのインセンティブ 

3.5.2. IT システムに求められる追加機能 

情報収集代行者間のサービス取引の連関をまとめると、下記のような構造となる。 

第三者機関

情報収集代行者 サービスプロバイダ認定機器販売・設置業者

生活者

情報収集代行者
資格の付与

機器発注・購入

サービス提供
インセンティ
ブ提供

資格認定料

：収支の評価対象

インフラ、データ
利用料

配送・設置

サービス請負

サービス費用

登録・

データ提供

機器製造会社

機器納入

ライセンス付与

ライセンス使用料

エコバリュー発行・管理
センター

インセンティブ原資・ポイント
還元分の提供

データ提供

配送設置委託

配送設置委託費用

プロバイダへのサービスライセンス

データ活用
企業

データ

 
図 3.5-7 各プレイヤー間のサービス提供連関 
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前述のサービスモデルでは、家庭から得られる情報を収集し、これを活用することによっ

て下記の 3つの価値が創出されることが期待される。 

 

（1）サービスプロバイダへの提供価値 
 情報収集代行者は、家庭から収集した情報を、加工またはそのまま（家庭とサービ

スプロバイダ間でそのような合意が得られている場合に限り）「サービスプロバイ

ダ」に提供することにより生じる価値。 

 
（2）データ外部利用による価値 

 情報収集代行者が、家庭からの情報を集計・分析し、エコバリュー発行・管理者、

サービスプロバイダ、その他の事業者の事業価値を高めることにより生じる価値。 

 サービスの提供を受ける事業者は、この情報を活用して自社の事業の効率化、マー

ケティングの高度化等に役立てることが期待される。 

 
（3）外部経済効果 

 家庭から得られるエネルギー使用情報を元に、家庭部門からの CO2 排出抑制や省エ

ネの実践による外部効果価値） 

 

現時点でのサービスモデルと機能の仮説を実現するために必要と考えられる設備投資その

他のリソースを想定する。 

表 3.5-8 必要投資とリソース 

主体 情報収集代行者の主要業務 収支関連パラメータ

ストック フロー

投資 費用 売上

事業の定義 ■生活者
・生活者登録・管理
・エネルギーデータ管理
・データ分析
・セキュリティ確保
・情報提供管理

■サービスプロバイダ
・サービスライセンス提供（審査～

発行）
・サービス提供に必要なデータ（世

帯のエネルギー計測データ、又は
加工データ）の提供。

■第三者機関
・認定基準のクリア（セキュリティ確

保等）
・認定申請

■機器製造会社
・機器設置・メンテ委託
・設置、メンテ指示

■エコバリュー発行・管理センター
・省エネ、CO2排出削減の程度に応

じたインセンティブ提供

・顧客管理システム
・分析システム
・セキュリティシステム

・プロバイダ管理システム

・機器設置、配送管理システム

・

・広告宣伝費
・一般管理費
・営業費用

-減価償却（5年償却）
-機器（HGW)購入費（年間）、保守

費用
-認定料（対認定局）
-ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ支払（対需要家） ・情報収集代行者のプラットフォー

ム使用料収入
・情報収集代行者の加工データの

利用料収入

・ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ原資の拠出
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3.5.2.1. サービスプロバイダへの提供価値のための追加機能 

 

サービスプロバイダは、家庭と直接契約を行い、生活者に対して価値を提供することが期

待される。サービスの内容自体は、「サービスプロバイダ」の創意工夫によるが、こうしたサ

ービス提供を可能にするために、情報収集代行者には、前述のセキュリティ要件を満たした

上で、以下の機能が必要となる。 
 

① サービスプロバイダへの情報提供手順 

家庭から収集したエネルギー使用量のデータのうち、サービスプロバイダからのリク

エストに応じて、必要なデータを、家庭の使用許諾の有無を確認して送付するという機

能が必要となる。 

 

② サービスプロバイダへの集計値等の加工情報の提供 

サービスプロバイダが、各個宅からのデータ収集結果に基づく集計値を利用する場合、

一般的な利用が想定される基礎的な集計情報は情報収集代行者側に持つことが、データ

ハンドリングコストの低減、合理的な分析のベースを提供するという観点からは望まし

い。 

 

③ データの蓄積と管理 

サービスプロバイダへの情報提供の履歴、過去の情報照会への対応、再送リクエストへ

の適切な対応のためのデータ蓄積、管理の機能が必要となる。 

 

④ サービスプロバイダの管理と監視 

家庭からのエネルギー情報は前述のとおり秘匿性の高い情報である。このため、データ

トランザクション上のセキュリティ管理に加えて、データの適正な利用、サービスプロバ

イダによって家庭との契約・データ利用許諾に定めた目的以外の利用がなされないよう報

告を求める等、サービスプロバイダの管理の機能も担う必要がある。 

 

3.5.2.2. データ外部利用による価値のための追加機能 

情報収集代行者は、データの適切な外部利用を促し、社会経済の効率を促進し、CO2 排出

の抑制も促す機能を果たす必要がある。これにより、家庭の本システムへの参加促進のため

のプロモーションや、ホームサーバの設置のコストカバーを確実にし、システム全体の経済

性を向上させることができる。 
具体的には、高効率化した住宅設備・家電等の機器の買い替え促進や、省エネ促進のため

のポイントシステム等が考えられる。 
 

－40－



 
 

スマートハウスモニタリング
データ管理に関わる主体

高効率機器の利用によるCO２排出削減の底上げ

高効率機器買い替え
例）排出権購入相当の
補助制度

• HEMS
• PV
• 高効率機器

の購入

高効率機器買い替え
クーポンの発行

第三者機関による
サーティフィケーション

エネルギー
モニタリングデータ

原資１
第一約束期間の
クレジット購入コストの
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エネルギー使用機器、
再生可能エネルギー機器
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高効率機器販売効率化効果の
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原資４
その他
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モニタリング、計測

生活者向け
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メ
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ポ
イ
ン
ト
原
資

（想
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図 3.5-9 価値流通のしくみのイメージ 

 

こうした家庭のエネルギーデータの外部利用による価値の創出に際して、既に示したセキ

ュリティ確保の機能を実現することに加えて、以下の機能を持つ必要がある。 
 

① 属性別の CO2 排出量の評価 

生活者の世帯カテゴリーを合理的かつ納得性高く分類し、各属性における CO2 排出量

を評価、比較する機能 

 

② 家庭に対するインセンティブシステム 

CO2 排出量の評価に応じたクーポンの発行・管理、ポイント発行・管理等、家庭への

インセンティブシステム 

 

3.5.2.3. 外部経済効果のための追加機能 

家庭から得られるエネルギー使用情報を元に、家庭部門からの CO2 排出抑制や省エネの実

践による外部効果（価値）に相当する外部不経済の改善を図ることによって、価値（環境価

値）を創出することも期待される。 
外部不経済の改善価値の設定は、一定のルールに基づく必要があり、情報収集代行者自身

がこの部分の付加価値創出の機能を一元的に構築する必要がある。 
具体的な機能の例として、CO2 排出量のモニタリング・評価機能（多数の家庭からのモニ

タリングデータに基づいて、世帯のカテゴリーごとの世帯排出原単位を継続的に蓄積し、排

出量削減量を評価、記録、管理する機能）があげられる。 
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3.6. 各プレイヤーの収支計算（シミュレーション） 

3.6.1. シミュレーションの前提条件の設定 

ここでは各プレイヤーと情報収集代行者との間のサービス取引のモデルを踏まえ、情報収

集代行者の収支についてシミュレーションする。 

ここでは、シミュレーションの前提条件として以下の条件を設定する。 

 

（1）設備投資 

情報収集代行者における設備投資は、以下の 2 つである。 

① 生活者宅に置かれるホームサーバ（情報収集者がイニシャルを負担し、家庭に配布

する） 

② 情報収集代行者の業務に必要なハードウェアおよびシステムソフトウェア 

 

表 3.6-1 設備投資の想定 

投資項目 投資額 単位 摘要 

ホームサーバ 0.10 百万円 

・ サービス開始当初は、10万円/件

とし、年率 5%程度で価格が低減し

ていくことを想定する。 

情報収集代行システム一式 1,500 百万円 

・ ハードウェア、ミドルウェア一式

を含む。 

・ 投資は、サービス開始前に行う想

定。 

データ分析アプリケーション 

開発 
500 百万円 

・ データ分析アプリケーションの開

発は、サービス開発前に実施する。

 

（2）情報収集代行者の収入設定 

情報収集代行者の収入は、情報収集代行者が収集した家庭のエネルギーデータおよびその

分析結果を利用する①「サービスプロバイダ」、「エコバリュー発行・管理センター」からの

データサービス利用料と、②両者に対する付加的なサービス（例えばポイント発行やマーケ

ティング機能の一部代行等）利用料といったものが考えられる。 
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表 3.6-2 売り上げ関連項目の設定 

プロバイダ数は、平均ユーザ数1万件を想定

サービス対象ユーザ数は、当初10万件、10年目
100万件、以降15年目まで同率で成長と設定。

データ二次利用主体の数は、当初10件、2025年後
100件を想定。

当初10件、2020年に100件を想定

基本料金（加工なし＠/ユーザ） 1000円/件/年と設定

データ加工利用（＠ユーザ) 200円/件/年

データ加工サービス利用率 2020年に50%

データ二次利用 利用主体当たり（固定） 500万円/年

単価

サービスプロバイダ

需要数

サービスプロバイダ数

参加世帯数

エコバリュー発行・管理センター（データ二次利用）

エコバリュー発行・管理センター（インセンティブ拠出）
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（3）情報収集代行者の費用の設定 

情報収集代行者の費用は、下記のように設定した。 

 

表 3.6-3 費用項目の設定 

設定

初期費用
情報収集代行者認定取得費用100万円と仮設
定（準備費用を含まない）

インセンティブ提供

インセンティブ額は、30万円の高効率機器購入
時に10%に相当する額が10年間で積み上がる
額を設定。毎年費用化する前提を置いた。ただ
し、この額は、原資提供者の負担によるものと
しているため収支に影響しない。

固定費5000万円／年＋件数増分×50円／件

5人専従（人件費＠3000万円）

一般管理費は、事務費用の20%と設定。一般管理費

減価償却

保守費

情報収集代行サーバ保守費

保守費はシステム投資額の10%と設定

システムの償却年数は一律5年と設定。

認証獲得

世帯平均インセンティブ

事務費用

データ加工・サービスコスト

費用項目

ホームサーバ

システムハード、ソフト一式

ホームサーバ保守費

 
 

（4）外部補助の設定 

参加世帯のエネルギー使用量が「見える化」されることにより、年間平均電力使用量

6000KWh（500KWh×12 ヶ月）、削減率 20%（ライフスタイル 10%、高効率機器交換その他

10%程度）と想定し、これによる CO2 削減の価値相当を外部から補助されると想定してい

る。 
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表 3.6-4 世帯のエネルギー使用量削減効果と環境価値の想定 

設定 単位

世帯あたりの年間エネルギー削減量想定 1,200 kWh/年

CO2排出原単位 0.400 kg/kWh

↓

参加世帯当たり平均CO2排出削減量 0.480 CO2-ｔ/年

×

CO2排出1t当たりの価値 15,000 円/ｔ

＝

参加世帯当たり平均CO2排出削減価値 7,200 円/世帯／年  
 

3.6.2. サービスモデル別シミュレーション 

3.6.2.1. 情報収集代行者のインフラ使用のみのケース 

全てのサービスプロバイダが、情報収集代行者を通じて、家庭からデータを収集するだけ

の場合、単年度の収支は 2020 年（事業開始 9 年目）までマイナスとなり、2021 年から単年

度黒字化する。 

この場合の情報収集代行者の収入は、環境価値相当の補助と、サービスプロバイダからの

利用基本料金およびデータトランザクション料（一件扱いあたりの変動費）である。 
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図 3.6-1 情報収集代行者のインフラ使用のみのケース 
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3.6.2.2. 情報収集代行者の加工データ使用ケース 

全てのサービスプロバイダが、情報収集代行者を通じて、家庭からデータを収集するだけ

でなく、情報収集代行者の提供するデータ加工サービスを利用すると想定した場合、単年度

の収支は、2017 年（事業開始 6 年目）までマイナスとなり、2021 年から単年度黒字化する。 

なお、この場合の情報収集代行者の収入は、環境価値相当の補助と、サービスプロバイダ

からの利用基本料金およびデータトランザクション料（一件扱いあたりの変動費）に加えた、

加工情報の利用料がある。 
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図 3.6-2 情報収集代行者の加工データ使用ケース 

 

 

3.6.2.3. 事業性成立のための要件 

本事業では、当初の必要なシステム整備および参加家庭へのホームサーバの配布といった

初期投資があるため、生活者の獲得、情報収集代行者の提供するデータ分析・提供サービス

の利用に対する価格設定、利用者の拡大のスピードにより収支の条件が変化する。 

本試算では、情報収集代行者のデータ分析・提供サービスの売り上げ（2012 年時点で約 1

億円、2025 年約 30 億円となる）の有無で比較した場合、単年度収支の黒字化で 3 年の差が

つく。 
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図 3.6-3 ケースによる収支の違い 

※収支①：情報収集代行者のインフラ使用のみのケース 

※収支②：情報収集代行者の加工データ使用ケース 

 

3.6.2.4. 収支の考察 

本収支シミュレーションでは、長期借り入れ等ストックの要因の条件設定が未定のためこ

れらを考慮していない。サーバ投資と長期借入れ条件を考慮する場合には、サーバ投資額（本

収支試算では 15 億円）の増減が収支条件に影響する。サーバ投資額の減少の借入れの影響を

考慮しない単年度収支への影響は、各年の保守費の減少を通じて単年度の収支を若干改善し、

借入れ額が大きい場合には累積損失の解消年の改善に寄与することになる。 

 
 

3.6.2.5. 今後の課題 

本試算の前提とした売り上げの前提については、ユーザ数や、情報収集代行者のサービス

による収集・分析サービスの内容により変化する。 

また、費用についても、計測データの内容、システム機能の詳細と実装形態によって異な

る。また、種々の事務処理、営業・プロモーション活動の内容および官民の役割分担によっ

ても要する費用は異なる。 

今後、これらの変数は、情報系インフラの具体化、生活者への価値ある情報提供の内容等

について、実証実験、開発を通じて検証され、精緻化される必要がある。 
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3.7. 各プレイヤーが WIN-WIN になるための方法論の検討 

本検討で想定しているビジネスモデル（プレイヤー）では、情報収集代行者の収入は、サ

ービスプロバイダへの家庭のエネルギーデータの提供による収入、および情報収集代行者自

身による行うデータ分析、加工結果のサービスプロバイダおよび原資提供者への販売による

収入である。 

収支の構造としては、初期投資をこれらの売り上げの拡大で回収していくものであるため、

顧客数およびデータ収集対象となる家庭の数が大きいほど、事業性が良くなる構造になって

いる。 

このため、初期においては、情報収集代行者によるデータ収集対象規模を一定規模以上集

めることが極めて重要になる。規模の獲得によりビジネスモデル全体が以下のような好循環

を始めることが期待される。 

 

① 規模獲得 

規模を可能な限り早く獲得することで、データ分析の価値を創出し、原資提供者

への魅力的なサービスおよび対価としての収入および原資が得られる。 

 

② インセンティブ配分を通じた参加家庭の増加 

原資は、情報収集代行者を経由して家庭に配分されていくため、原資提供者の存

在が、家庭のデータ提供を促進し、このしくみに参加する家庭が増える。 

 

③ エネルギーデータ活用サービス市場の拡大 

参加家庭が増加することで、データを活用した市場が拡大し、サービスプロバイ

ダの参入増加が見込まれる。 

 

④ 情報収集代行者のサービス機能の向上 

データの豊富化を通じ、情報収集代行者の提供するデータ分析・提供サービスの

価値も増加する。 
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表 3.7-1 売り上げ想定 （情報収集代行者の加工データ使用ケース） 

単位 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

プロバイダ数は、平均ユーザ数1万件を想定 件 10 13 17 22 28 36 46 60 77 100 129 167 215 278

サービス対象ユーザ数は、当初10万件、10年目
100万件、以降15年目まで同率で成長と設定。

1000件 100 129 167 215 278 359 464 599 774 1,000 1,292 1,668 2,154 2,783

データ二次利用主体の数は、当初10件、2025年後
100件を想定。

件 10 12 14 17 20 24 29 35 41 49 59 70 84 100

当初10件、2020年に100件を想定 件 10 12 14 17 20 24 29 35 41 100 119 143 170 203

基本料金（加工なし＠/ユーザ） 1000円/件/年と設定 円/件 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

データ加工利用（＠ユーザ) 200円/件/年 円/件 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400

データ加工サービス利用率 2020年に50% 50% 56% 63% 69% 75% 81% 88% 94% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

データ二次利用 利用主体当たり（固定） 500万円/年 百万円/件 10 12 14 17 20 24 29 35 41 100 119 143 170 203

※１ サービス対象ユーザ数は、当初10万件、10年目100万件、以降15年目まで同率で成長と設定。

※２ プロバイダ数は、平均ユーザ数1万件を想定

※３ データ二次利用主体の数は、当初10件、10年後100件を想定。以降15年目まで同率で増加と設定

※４ 基本料金は、ユーザ当たり200円を想定。（家庭からのプロバイダサービス売上500円程度を想定）

※５ データ二次利用の料金は、1事業者あたり1000万円を想定

単位 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

サービスプロバイダからの売上 100万円 220 304 417 571 779 1,060 1,439 1,948 2,632 3,400 4,391 5,672 7,325 9,461
データ二次利用者からの売上 100万円 110 141 181 232 299 384 493 634 816 1,100 1,411 1,811 2,325 2,986
合計 330 445 598 803 1,078 1,444 1,932 2,582 3,448 4,500 5,802 7,482 9,650 12,446

単価

サービスプロバイダ

需要数

サービスプロバイダ数

参加世帯数

エコバリュー発行・管理センター（データ二次利用）

エコバリュー発行・管理センター（インセンティブ拠出）

 
 

表 3.7-2 試算結果：売り上げ想定 （情報収集代行者のインフラ使用のみのケース） 

単位 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

プロバイダ数は、平均ユーザ数1万件を想定 件 10 13 17 22 28 36 46 60 77 100 129 167 215 278

サービス対象ユーザ数は、当初10万件、10年目
100万件、以降15年目まで同率で成長と設定。

1000件 100 129 167 215 278 359 464 599 774 1,000 1,292 1,668 2,154 2,783

データ二次利用主体の数は、当初10件、2025年後
100件を想定。

件 10 12 14 17 20 24 29 35 41 49 59 70 84 100

件 10 12 14 17 20 24 29 35 41 100 119 143 170 203

基本料金（加工なし＠/ユーザ） 1000円/件/年と設定 円/件 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

データ加工利用（＠ユーザ) 200円/件/年 円/件 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400 2400

データ加工サービス利用率 2020年に50% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

データ二次利用 利用主体当たり（固定） 500万円/年 百万円/件 10 12 14 17 20 24 29 35 41 100 119 143 170 203

※１ サービス対象ユーザ数は、当初10万件、10年目100万件、以降15年目まで同率で成長と設定。

※２ プロバイダ数は、平均ユーザ数1万件を想定

※３ データ二次利用主体の数は、当初10件、10年後100件を想定。以降15年目まで同率で増加と設定

※４ 基本料金は、ユーザ当たり200円を想定。（家庭からのプロバイダサービス売上500円程度を想定）

※５ データ二次利用の料金は、1事業者あたり1000万円を想定

単位 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

サービスプロバイダからの売上 100万円 100 129 167 215 278 359 464 599 774 1,000 1,292 1,668 2,154 2,783
データ二次利用者からの売上 100万円 110 141 181 232 299 384 493 634 816 1,100 1,411 1,811 2,325 2,986
合計 210 270 348 448 577 743 957 1,234 1,590 2,100 2,702 3,479 4,479 5,768

需要数

単価

サービスプロバイダ数

エコバリュー提供・管理センター（データ二次利用）

エコバリュー提供・管理センター（インセンティブ拠出）

参加世帯数

サービスプロバイダ
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第4章 スマートハウスに係るシステム共通仕様（利用）

の検討 

4.1. 検討の手順 

スマートハウスに係るシステム共通仕様（利用）の検討として、スマートハウス整備委員

会、および、平成 21 年度スマートハウス実証プロジェクト（経済産業省）と連携し、プロジ

ェクトから導かれるシステム共通仕様（利用）を整理した。 

具体的な検討項目を以下に示す。 

 エコサーバ（情報収集サーバ）の共通仕様 

 ホームサーバの共通仕様 

 流通する情報仕様 

 システムイメージ 

 

本検討の対象は、図 4.1-1 の太字で囲まれた箇所となる。 

 

ホームサーバ共通フレームワークホームサーバ共通フレームワーク

エコサーバ サービスプロバイダホームサーバ

デバイス
コントロール
サービス

デバイス
コントロール
サービス

情報収集・
取得・通知
サービス

情報収集・
取得・通知
サービス

アプリケーション
管理サービス

アプリケーション
管理サービス

ECHONETECHONET

PLCPLC ZigBeeZigBee WiFiWiFi EthernetEthernet

認証・ロギング・データ管理・通信制御・スケジューリング

家電家電 住宅設備・機器住宅設備・機器 スマートメーター（電
力・ガス・水道）

スマートメーター（電
力・ガス・水道）

EPCEPC

ホームサーバ
アプリケーション

ホームサーバ
アプリケーション

データ送信

データ取得

認証 セキュリティサービス
（認証・アクセス制

御）

セキュリティサービス
（認証・アクセス制

御）

データ収集・分類・
保管・転送サービス

データ収集・分類・
保管・転送サービス

制御依頼

制御サービス制御サービス

サービス
プロバイダ

アプリケーション

サービス
プロバイダ

アプリケーション
データ取得

アプリケーション配布

アプリケーション登
録・配布

アプリケーション登
録・配布

アプリケーション登録

データ送信

アクセス制御情報

制御依頼

・・・・・・

機器のON/OFF等の

制御・時刻同期

機器の稼動情報取
得・機器からのイベ

ント情報の受信

アプリケーションのメ
ニュー・インストー

ル・アップデートの制
御

WiMaxWiMax

スマータービ
ル制御

スマータービ
ル制御

スマートメー
タ制御

スマートメー
タ制御

デバイス共通フレームワーク
ECHONET
アダプタ

ECHONET
アダプタ

EPC
アダプタ

EPC
アダプタ

・・・・・・

ホームサーバ
アプリケーション

ホームサーバ
アプリケーション

ホームサーバ
アプリケーション

ホームサーバ
アプリケーション

 

図 4.1-1 検討対象 
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 ホームサーバは、家庭内の家電や住宅設備、エネルギー機器からデータを収集・制御する

役割を担う。サーバとはいえ、PC サーバのような機器である必要はなく、家庭用ルータの

ような小型機器やテレビ、分電盤、玄関モニタ、太陽光発電で利用するパワーコンディシ

ョナーのような家庭内の機器に組み込まれる形態も想定している。 

 エコサーバ（情報収集サーバ）は、標準的なインターフェースによってホームサーバから

家庭内のデータを収集し、サービスプロバイダに転送するとともに、ホームサーバ自体の

管理や、ホームサーバを介して接続されている機器を管理・制御する役割を担う。 

 サービスプロバイダは、エコサーバ（情報収集サーバ）を介して受け取ったデータを利用

し、消費者・ユーザに対して価値あるサービスを提供する役割を担う。 

 

4.2. エコサーバ（情報収集サーバ）の共通仕様 

スマートハウスを普及させ、家庭エネルギー情報の利活用モデルを社会インフラとして整

備するには、多くのサービスプロバイダが自由に参加できる仕組みが必要となる。 

そのためには、家庭エネルギー情報を収集するホームサーバから、エコサーバ（情報収集

サーバ）を介して、サービスプロバイダへ情報を流通する共通的な仕組みが重要であり、こ

のような情報流通を行うために必要な、ホームサーバ及びサービスプロバイダとの連携仕様

を共通化する必要がある。 

エコサーバ（情報収集サーバ）が有すべき機能は、機能分類表における Core Function の

うち、情報系の機能であり、その内容は、表 4.2-1 のとおりである。 

 

表 4.2-1 情報集積・提供者に求められるシステム機能要件 

項

番 
大分類 中分類 小分類 要件の説明 

① 

 

情
報
系

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

データ収

集・提供 

 

データ送受信機能 ホームサーバとサービスプロバイダ間でのデータ

送受信を行う。データは、家電等から収集する実デ

ータと、機器等の稼働状況照会や運転制御のための

メッセージに大別される 

② データ蓄積機能 多種多様な用途に資することを目的に、ホームサー

バから受信したデータを、匿名化された形で蓄積す

る 

③ データ閲覧機能 多種多様な用途に資することを目的として蓄積さ

れたデータを、ユーザ自らが閲覧するともに、どこ

で利用されているのかを分かるようにする 
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項

番 
大分類 中分類 小分類 要件の説明 

④ 情
報
系 

デバイス

情報収

集・制御 

デバイス通信処理 

機能 

家電・住宅設備機器等のデバイスと、ECHONET 等の

ホームネットワーキングのための通信プロトコル

を用いて通信し、デバイスからの情報収集や、デバ

イスの稼働状況照会や運転制御を指示する。通信プ

ロトコルについては、本機能を通じて制御可能であ

れば、独自仕様を排除しない 

⑤ デバイスアクセス 

制御機能 

指定されたユーザ、サービスプロバイダ及びホーム

サーバ上のアプリケーションのみが、デバイスへア

クセスできるよう制御する。デバイスアクセス制御

ポリシーは、ユーザ自らが設定する 

⑥ デバイス構成管理 

機能 

家電・住宅設備等のネットワーク接続情報や、機器

に関する基礎情報の登録を行う。デバイス構成情報

は、ユーザ自らが設定するか、設置された際に自動

的に登録される 

⑦ データセ

キュリテ

ィ・プライ

バシー 

ユーザ認証機能 データ収集を代行するに際して、ユーザやサービス

プロバイダの認証を行う 

⑧ データアクセス制御

機能 

データの提供や蓄積に際して、指定されたユーザ、

サービスプロバイダのみが、指定されたデータにの

みアクセスできるよう制御を行う。データアクセス

制御ポリシーは、ユーザ自らが設定する 

⑨ データプライバシー

機能 

データの提供や蓄積に際して、提供するデータを匿

名化する等のプライバシー制御を行う。プライバシ

ーポリシーは、ユーザ自らが設定する 

 

4.3. ホームサーバの共通仕様 

家庭内では、さまざまな規格にもとづく機器や、多様な通信規格が存在している。ホーム

ネットワーキング技術には、大きく分けて、以下の 2 種類に分類される。 

 

① 制御系ネットワーク：従来からのホームオートメーション技術として検討されてきたも

ので、家電、空調・照明等の機器の制御や管理、監視カメラ画像への遠隔アクセス等、

機器の制御を行う情報のネットワーク 

② コンテンツ系ネットワーク：テレビや、ハードディスクレコーダ、家庭用ゲーム機器等

の情報家電や、PC との間で動画データ等のデジタルコンテンツをやりとりするためのネ

ットワーク 
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スマートハウスプロジェクトでは、家庭内のホームエネルギマネージメントシステム

（HEMS）、ひいては、デマンドサイドのスマートグリッド技術を家庭へ導入していくための技

術として、①の制御系ネットワークを検討の対象とする。 

 

現在、多くのメーカがさまざまな機器を市場投入し、多様な機器間での相互接続性と相互

運用性を確保するための技術標準は整備されているが、広く普及しているとはいえない。あ

らかじめ決められた特定のメーカの機器を設置し運用するのであれば、特定の機種間で相互

接続性と相互運用性を確保すれば問題ないが、スマートハウスの参加型の取り組みにおいて

は、不特定多数のメーカ、機種間での運用が想定されるため、インターフェース、プロトコ

ルのオープン化、共通化が極めて重要となってくる。 

また、スマートハウスの多様な利用形態を想定すると、ホームサーバ上に複数のアプリケ

ーションが搭載されるため、アプリケーションプラットフォームの共通化も重要と考えられ

る。 

以上から、スマートハウスでは、多様な機器間で、相互接続性と相互運用性を確保した上

で、ホームサーバ上のアプリケーションを共通化するため、仕様を共通化する必要がある。 

 

ホームサーバが有すべき機能要件は、機能分類表における Core Function のうち、管理系

の機能であり、その内容は、表 4.3-1 に記載した。 
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表 4.3-1 ホームサーバ管理者に求められるシステム機能要件 

項

番 

機能 

大分類 

機能 

中分類 

機能 

小分類 
要件の説明 

① 

 

管
理
系 

ホ ー ム サ

ーバ管理 

 

ホームサーバ認証機能 正しいホームサーバ事業者により提供されたホー

ムサーバであることを認証する 

② ホームサーバ稼動監視 

機能 

ホームサーバの稼働監視、故障診断等を行う 

③ ホームサーバ QoS 管理 

機能 

ホームセキュリティにおける緊急コール等緊急性

を有するアプリの優先順位付け機能、複数アプリ

の並列実行時のリソース管理を行う 

④ ホームサーバ構成管理 

機能 

ホームサーバ自体のファームウェアやネットワー

ク設定等の構成情報や設定情報を管理する 

⑤ ホームサーバ自動構成 

機能 

ホームサーバ設置時に自動設定や自動構成を行う 

⑥ ア プ リ ケ

ー シ ョ ン

管理 

アプリケーション配信 

機能 

ホームサーバに対してアプリケーションやモジュ

ールを配信する 

⑦ アプリケーション認証 

機能 

アプリケーションが正規の管理者から配信された

ことを認証する 

⑧ アプリケーション構成 

管理機能 

ホームサーバに配信されたアプリケーションの登

録や、インベントリ管理を行う 

⑨ アプリケーション遠隔 

制御機能 

管理者が遠隔からアプリケーションの開始・停止

等の制御や稼働状況照会を行う 
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また、各社の意見を集計し、ワーキングからの標準化案を以下のようにとりまとめた。 

 

エコサーバ ホームサーバ 端末機器ASPサーバ

共通フレームワーク

A B C

⑥エコサーバ通信アプリ

⑤アプリケーションソフト

④アプリ実行環境（フレームワーク）

⑦ユーザーインターフェース
（保守者用インターフェース）

ホームサーバ保守用
インターフェース

サービス登録
・ライフサイクル管理

・・

①端末接続・通信プロトコル②ホームサーバ接続・通信プロトコルASPサーバ接続・通信ﾌﾟﾛﾄｺﾙ

アプリケーション／サービスWG中心

③ハードウェア仕様

インフラ・プラットフォームWG中心

 

図 4.3-1 ホームサーバ共通仕様項目 

 

表 4.3-2 ホームサーバ共通仕様 方針案 

①
端末接続・通信

プロトコル

②
ホームサーバ接

続・通信プロトコル

③
ハードウェア仕様

④
アプリ実行環境

（フレームワーク）

⑤
アプリケーション

ソフト

⑥
エコサーバ
通信アプリ

⑥
ユーザ

インターフェース

方針案 共通化 共通化 共通化 共通化 自由化 共通化 自由化

①
端末接続・通信

プロトコル

②
ホームサーバ接

続・通信プロトコル

③
ハードウェア仕様

④
アプリ実行環境

（フレームワーク）

⑤
アプリケーション

ソフト

⑥
エコサーバ
通信アプリ

⑥
ユーザ

インターフェース

方針案 共通化 共通化 共通化 共通化 自由化 共通化 自由化
 

  

ただし、この意見の共通化、自由化の意見に対しては、様々な前提条件が追記されており、

その意見も含めて具体的な実現方法については議論を深める必要がある。 

 

4.4. 流通する情報仕様 

スマートハウスでは、家庭内のエネルギー情報を利活用することにより、日本全国のエネ

ルギーのデマンド情報を把握し、国や地方自治体全体でのトータルエネルギーマネジメント

を実現することが可能になる。このような取り組みは、単独のサービスプロバイダでは実現

するのは困難である。そのため、このような情報流通を可能とするため、収集する情報共通

仕様を定義することで、多くのサービスプロバイダが、CO2 削減のみならず家庭に新しい付

加価値をもたらす新サービス提供に参加できるようになることが、スマートハウスの目指す

ところである。スマートハウスでは、エコサーバ（情報収集サーバ）を介して、家庭内のエ

ネルギー情報をサービスプロバイダが利用するために必要な情報仕様を共通化する。 

 

出典：大和ハウス工業（株） 
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4.5. システムイメージ 

家電製品の省エネ技術については我が国が世界をリードしているが、機器単体での性能向

上には限界がある。これについて、平成 21 年度スマートハウス実証プロジェクト（経済産業

省）にて、エネルギー等の需要・供給情報を活用して最適に制御された住宅「スマートハウ

ス」の実証実験を実施し、その効果を検証した。 

本実証プロジェクトにおけるシステムイメージを図 4.5-1 に示す。 

 

 

●見える化、アドバイス、制御サービス
●インセンティブ創出サービス
●その他サービス

戸建、集合住宅

太陽電池

給湯機器
燃料電池

テレビ
エアコン

蓄電池

Web対応
ﾌｫﾄﾌﾚｰﾑ

創蓄エネルギー機器

エネルギー消費機器

住居設備

モニター機器

ホームサーバ エコサーバ サービスプロバイダ

ブラインド

TCP/IP TCP/IP

センサー機器

照明

床暖房

●見える化
●アドバイス

●家電制御

●見える化、アドバイス、制御サービス
・見える化、ECOナビ
・省ｴﾈ喚起HEMS
・運転指南
・遠隔制御
・逆潮電力安定化
・品質別エネルギー供給
（モード：通常／経済性重視／地産地消）

・気象情報を考慮した自動制御、等

●インセンティブ創出サービス
・時間別電力料金設定
・省エネポイント付与
・省エネランキングﾞ

電気、ガス、
水道メーター

温度、湿度、
人感センサー

●家庭内機器、設備等の稼働制御
●エネルギー創蓄／消費データの収集

●家庭内機器、設備等の稼働データの収集

●収集データの
加工、配信

電池３
兄弟

IP系、非IP系通信規格、
ECHONET規格等

 

図 4.5-1 システムイメージ図 

 

スマートハウスは、生活者の意思・嗜好等と共に、エネルギー会社や各種サービスプロバ

イダが提供する機器、サービス、および外部要因として天候等に基づき、家庭内のエネルギ

ー創蓄/使用機器、家電、住宅設備等を最適に制御することで、生活者にとって CO2 を削減か

つ快適な住居環境を創出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（株）三菱総合研究所 
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エコサーバ（情報収集サーバ）の機能 

 収集データの 加工、配信  

 

サービスプロバイダサーバの機能 

 見える化、アドバイス、制御サービス 

 インセンティブ創出サービス 

 その他サービス 

 

 

ホームサーバの機能 

 家庭内機器、設備等の稼働制御  

 エネルギー創蓄／使用データの収集  

 家庭内機器、設備等の稼働データの収集  

 

平成 21 年度スマートハウス実証プロジェクト（経済産業省）から見えてきた今後に向けた

課題を以下に示す。 

 

表 4.5-1 平成 21 年度スマートハウス実証プロジェクトの実施内容と今後の課題 

 
本年度の実証 今後に向けた課題 来年度以降の実施内容

アーキテクチャ上位概
念（モデルの議論）

•ＨＳ-ＥＳ-ＳＰのモデルを意識したサンプル実

装＜４チーム＞

ＨＳ：ホームサーバ、

ＥＳ：エコサーバ、

ＳＰ：サービスプロバイダ

•ＥＳの実施主体が不明確、またその必要性につ
いて共通認識

•スマートハウスの普及に繋がる中小ＳＰの参入
容易性等にとって最適な内容の明確化

•個人情報の取扱の明確化

•ＥＳの機能、役割、収益性、持続的な発展の検
討等のビジネスモデル検証

•ビジネスモデルに基づくアーキテクチャの実証
比較評価（複数ハウス(ＨＳ)、複数ＥＳ、複数ＳＰ

が存在する実運用時を想定）

共通システム、

共通仕様

•各チームのユースケースや実装I/Fを抽象化
したレベルで共通I/F、共通データ項目を策定

•それに基づきサンプル実装を行い、「データ
交換」についての連携を確認

•共通仕様（I/F、データ項目等）の詳細化（実装レ

ベルまでの落しこみ）

•共通仕様を用いての「制御」の検証

•個人情報の取扱の明確化

•同左

•共通仕様の実装、それを用いたサービス等検証

コンポーネント

（エネルギー創蓄機器、
エネルギー消費機器、
住宅設備等）

•住宅内の一通りのコンポーネントを取扱った
知見の蓄積

•コンポーネント間の協調制御（アルゴリズム、
ロジック）、また遠隔制御について複数チーム
で検証、知見を蓄積＜４チーム＞

•系統側が導入を検討する「出力抑制付パワコン
（太陽光発電）」対応

•同左

•アルゴリズム、ロジックの高度化

•CO2削減効果の継続的な測定、検証

ホームサーバ •ハード形状は各チーム毎に実装（多くは便宜
的にPC上で構築）

•OSGiに基づき、共通ＡＰＩ、フレームワークを

実装＜１チーム＞

•ホームサーバの形状、供給者、必須機能、要件
等について共通認識、共通化

•競争領域と協調領域の明確化（後述参照）

•個人情報の取扱の明確化

•同左

•実装の比較評価

•協調領域について我が国主導で国際標準化

アプリケーション •アプリの代表格「見える化」について検証、知
見を蓄積＜全６チーム＞

•「見える化」評価指標、省エネ、省CO2排出を

評価する基盤の形成に着手

•アプリケーション登録、配布や、セキュリティサー
ビスの検証は未実施

•需要家から見て、サービスのインストールから認
証、利用、メンテナンス等の一連の流れの中での
検証

•高度化、CO2削減効果検証

ネットワーク、

通信仕様

•ハウス内はプライベートドメイン＜全６チーム
＞

•プロトコル定義済みの機器についてＥＣＨＯＮ
ＥＴを利用し、知見を蓄積＜２チーム＞

•ハウス内のＩＰ系、非ＩＰ系の混在について複数
意見が存在。共通認識、共通化

•スマートハウスの本質である「住宅内の情報を
地域・社会と共有する」にとっての最適なネットワ
ーク設計をさらに考察、検証

•採用する標準の明確化

•ＥＣＨＯＮＥＴの対象機器の拡大、さらなる国際標
準化

本年度の実証 今後に向けた課題 来年度以降の実施内容

アーキテクチャ上位概
念（モデルの議論）

•ＨＳ-ＥＳ-ＳＰのモデルを意識したサンプル実

装＜４チーム＞

ＨＳ：ホームサーバ、

ＥＳ：エコサーバ、

ＳＰ：サービスプロバイダ

•ＥＳの実施主体が不明確、またその必要性につ
いて共通認識

•スマートハウスの普及に繋がる中小ＳＰの参入
容易性等にとって最適な内容の明確化

•個人情報の取扱の明確化

•ＥＳの機能、役割、収益性、持続的な発展の検
討等のビジネスモデル検証

•ビジネスモデルに基づくアーキテクチャの実証
比較評価（複数ハウス(ＨＳ)、複数ＥＳ、複数ＳＰ

が存在する実運用時を想定）

共通システム、

共通仕様

•各チームのユースケースや実装I/Fを抽象化
したレベルで共通I/F、共通データ項目を策定

•それに基づきサンプル実装を行い、「データ
交換」についての連携を確認

•共通仕様（I/F、データ項目等）の詳細化（実装レ

ベルまでの落しこみ）

•共通仕様を用いての「制御」の検証

•個人情報の取扱の明確化

•同左

•共通仕様の実装、それを用いたサービス等検証

コンポーネント

（エネルギー創蓄機器、
エネルギー消費機器、
住宅設備等）

•住宅内の一通りのコンポーネントを取扱った
知見の蓄積

•コンポーネント間の協調制御（アルゴリズム、
ロジック）、また遠隔制御について複数チーム
で検証、知見を蓄積＜４チーム＞

•系統側が導入を検討する「出力抑制付パワコン
（太陽光発電）」対応

•同左

•アルゴリズム、ロジックの高度化

•CO2削減効果の継続的な測定、検証

ホームサーバ •ハード形状は各チーム毎に実装（多くは便宜
的にPC上で構築）

•OSGiに基づき、共通ＡＰＩ、フレームワークを

実装＜１チーム＞

•ホームサーバの形状、供給者、必須機能、要件
等について共通認識、共通化

•競争領域と協調領域の明確化（後述参照）

•個人情報の取扱の明確化

•同左

•実装の比較評価

•協調領域について我が国主導で国際標準化

アプリケーション •アプリの代表格「見える化」について検証、知
見を蓄積＜全６チーム＞

•「見える化」評価指標、省エネ、省CO2排出を

評価する基盤の形成に着手

•アプリケーション登録、配布や、セキュリティサー
ビスの検証は未実施

•需要家から見て、サービスのインストールから認
証、利用、メンテナンス等の一連の流れの中での
検証

•高度化、CO2削減効果検証

ネットワーク、

通信仕様

•ハウス内はプライベートドメイン＜全６チーム
＞

•プロトコル定義済みの機器についてＥＣＨＯＮ
ＥＴを利用し、知見を蓄積＜２チーム＞

•ハウス内のＩＰ系、非ＩＰ系の混在について複数
意見が存在。共通認識、共通化

•スマートハウスの本質である「住宅内の情報を
地域・社会と共有する」にとっての最適なネットワ
ーク設計をさらに考察、検証

•採用する標準の明確化

•ＥＣＨＯＮＥＴの対象機器の拡大、さらなる国際標
準化

 
 

スマートハウス普及に向けて、これらの課題について、平成 22 年度以降の調査事業や実証

事業等で検討していくことを期待する。 

 

 

出典：（株）三菱総合研究所 
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第5章 スマートハウスに係る魅力的なサービスの検討 

5.1. 検討の手順 

スマートハウスに係る魅力的なサービスの検討として、スマートハウス整備委員会にて、

スマートハウスから収集される家庭エネルギー情報を活用することで実現される、魅力的な

新サービスや製品コンセプトを検討した。 

具体的には、以下の項目を検討した。 

 ネットサービス系の新サービスや製品コンセプト 

 家電機器、住宅機器系の新サービスや製品コンセプト 

 エネルギー系の新サービスや製品コンセプト 

 

5.2. ネットサービス系の新サービスや製品コンセプト 

5.2.1. サービス案 

①さりげない見守りを行うサービス 

さりげない見守りとは、普段生活者があまり意識することなく、何か緊急事態があった

場合に適切な対応を行ってくれるサービスということである。そのためには施設やオフ

ィスで使われるような人感センサー等を活用するのではなく、家電や設備機器の使用履

歴、使用電力量、ドアの開閉といった生活空間の場に存在している機器情報を活用すべ

きである。実現に向けては家電・設備機器から汎用的にかつ安価に情報を入手するしく

みが不可欠であり、標準的な通信規格で接続されることを前提にした家電・設備機器を

普及させるべきである。また、開閉センサーを内蔵したサッシ、ドアの検討も必要と思

われる。 

 

②ユーザインターフェースに関するサービス 

ユーザインターフェースに関するサービスは、住宅内の操作スイッチ、表示端末等ユニ

バーサルデザインの一部であり、住宅関係者からの関心が高い。家電や設備機器の機能

向上と使いやすさを両立させるには、物理的なスイッチだけでなくソフトウェアとして

スイッチを提供する方法も有望と思われる。また、パソコンとキーボードの関係のよう

に、家電・設備機器本体とスイッチ・リモコンを分離し別の会社が提供するといった、

新しい概念を打ち出すことも重要である。 
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5.2.2. 考察 

ネットサービス系の新サービスの検討の中で、委員から魅力的なサービスとは言えない理由

は、主に以下であった。ネット系サービスの検討は、対象や目的の絞り込みから開始する必

要があるが、一旦生活者に受け入れられると、爆発的に普及する可能性を秘めている。サー

ビスを立案する上で、対象や目的の絞り込みに留意する点についての考察を以下に述べる。 

（1）ハウス（住宅本体）との関連が薄いもの 

スマートハウスという以上は、住宅との関連性が薄いものは可能性が低いと思われる。携帯

電話のように本体と通信キャリアのサーバ間で実現できるものや、コンセントに後付して使

用電力をモニタするタイプの「省エネナビ*」等が該当する。 
*（財）省エネルギーセンターが性能を確認し名称の使用を認めている家庭内のエネルギー使

用量のモニタシステム。機器単体のものと、住宅に組み込まれるものの 2タイプがある。 

（2）ネット上のサービスで既に実現されている。あるいは実現できそうなもので、住宅との

関連が薄い、近隣のコミュニケーションで解決できるもの 

電車の乗り換え案内等ネット上のサービスで既に実現されているものは、ユーザが住宅を購

入・リフォームする際に設置するモチベーションが低い。また、近所付き合い等、人と人と

の直接的なコミュニケーションに関するサービスだが、住宅の外構計画のプランの中で配慮

すべきであり、情報技術が直接関与する可能性は少ない。ただ、玄関先のパネルで天気予報

やごみ捨ての日が確認できる等、情報の提供方法として設備機器をからめれば新たなサービ

スとして可能性が見込まれる。 
（3）プライバシーに抵触する、セキュリティ上の懸念があるもの 

たとえ家族間であってもプライバシーを侵害する恐れのあるサービスは避けるべきだろう。

ただ、さりげない見守りサービスとは表裏一体のものであり、情報の内容や、収集方法、個

人情報を消した収集方法等の検討が必要である。また、プライバシーに関わる情報で個人の

合意のもとに公開されるものでも、犯罪につながる可能性があるものは避けるべきで、スマ

ートハウスを普及させる過程では公的な基準づくりも必要だろう。 
（4）トリガーが不明なもの 

例えユーザニーズがあっても、サービスを開発する上では各種の入出力情報（トリガー）が

必要であり、その実現が困難なものや高コストになるものについては可能性が低い。 
（5）業種間で評価にばらつきがあるもの 

顧客ニーズが高いものでも、スマートハウスを供給するために必要な業種（プレイヤー）間

でモチベーションが合致しないものは過去の事例においても「絵に描いた餅」に終わってい

るケースが多い。例えば食品の自動管理等は家電やインフラ系企業には評価されても住宅系

の企業からは評価が低い。住宅販売の差別化に結びつかないからである。サービスを検討す

る上では、こうした業種間のモチベーションの違いをしっかりと把握し、そのギャップを埋

めていく姿勢が必要と思われる。 
（6）過去の調査事例等*においてユーザ側の評価が高いもの 

ユーザが求めているサービスと、企業が提供したいサービス（儲かるサービス）とのギャッ
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プが伺える結果になっており考察を深めるべきと思われる。理由としては、企業間の差別化

につながらない、企業負担（製造販売、運用）の回収モデルが成立しない等があげられる。

課題解決に向けては、住宅に設置された共通プラットフォームを複数企業が活用するモデル

を実現し、差別化のポイントをハードウェアからサービスにシフトさせることが重要と思わ

れる。 
*平成１６年度版情報通信白書 

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whITepaper/ja/h16/summary/summary01.pdf 

 

5.3. 家電機器、住宅機器系の新サービスや製品コンセプト 

5.3.1. サービス案 

①機器のトレーサビリティー及び遠隔診断 

トレーサビリティーは今後のストック社会に向けて必然性があり、家電・設備会社等機器

を提供する企業だけでなく、それらをアセンブルする住宅会社においても関心が高い（住宅

履歴情報*等）。今のところ住宅履歴については建物の点検や修繕履歴が中心であるが、家電・

設備のトレーサビリティー情報との一括管理が今後の課題になるだろう。 

*住宅履歴情報の整備検討について（平成 19～21 年度） 

http://www.mlIT.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000001.html 

 

5.3.2. 考察 

サービスを立案する上で留意する点についての考察を以下に述べる。 

洗濯機の衣類種別を自動判定する等、家電単体で実現した方がよいものは可能性が低い。た

だ、外部の情報とも連携して制御した方がより家電単体で制御するよりも省エネにならない

か、顧客メリットが向上しないかといった検討が必要である。 

例えば、自動録画や予約機能はネット上のサービスに任せて、本体はその指示により録画の

みを行う単機能なＨＤレコーダーを開発するといった考え方もある。今回の調査で、過剰（お

せっかい）なサービスと評価されたものもあるが、家電・設備単体でも単体で「過剰」なサ

ービスを実装していないか考えてみる必要があるだろう。 

なお液晶タッチパネルによる統合スイッチについては否定的な意見が多かったが、「メーカ

設計の問題」「現状のスイッチを寄せ集めただけでは意味がない」等の理由である。先に述べ

たように、ユーザインターフェース（操作、表示）と本体を分離する等、新しい家電・設備

概念とセットで打ち出す必要がある。 
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5.4. エネルギー系の新サービスや製品コンセプト 

5.4.1. サービス案 

①実質的な省エネや、省エネ行動に結びつくサービス  

エネルギーの“見える化”は手段であり、個人の行動が伴って初めて省エネが達成できる。

しかし、個人の努力では困難な制御や、家電・設備が連携することにより可能な範囲につい

ては積極的に活用すべきだろう。むしろ、なぜ家電・設備機器の連携が普及していないかに

ついて議論を深める必要がある。 

また、照明はこまめに ON/OFF しつつもエアコンの暖房温度は高めに設定している等、実効

性に欠ける省エネ努力が行われているケースもある。設備機器の特性に基づいた省エネ方法

をアドバイスすることは重要である。ただし、雑誌やネットでの周知と比較しての費用対効

果を評価する必要がある。 

 

5.4.2. 考察 

サービスを立案する上で留意する点についての考察も以下に述べる。 

見える化による省エネ効果は、最初のうちは高いものの、継続するのが難しいという指摘

もある。ランキング等によるエンターテイメント性が必要だが、そのためには可変更新性の

高い見える化画面の提供手段（ホームサーバ上のソフト追加・更新、ネット上での情報加工）

を検討すべきだろう。 
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第6章 スマートハウスと地域コミュニティの連携 

可能性調査 

6.1. 検討の手順 

スマートハウスと地域コミュニティの連携可能性調査について、JIPDEC 調査およびスマー

トハウス整備委員会にて、スマートハウスを地域コミュニティへ展開させるための実証候補

地域の調査を実施した。 

具体的な検討項目を以下に示す。 

 調査方法 

 地域コミュニティの連携可能性の調査結果 

   

6.2. 調査方法 

実証実験候補地域の調査対象地域を「スマートハウス整備委員会」の各委員が、以下の手

順で魅力ある都市を推薦した。 

① 委員企業より候補地域の推薦と推薦理由の提出を実施 

② ①で推薦された都市から、さらに絞り込み推薦を実施 

③ ①、②の推薦作業結果、推薦数の上位 5都市を調査対象地域として選定 

④ スマートコミュニティ実現の可能性を軸として、以下の項目についてヒアリングを実施 

 低炭素社会実現に向けた自治体の取組状況及び地域住民、民間企業の協力状況 
 再生可能エネルギーの活用状況または 2～3 年後実施予定計画の調査 
 都市交通、商業施設、公共施設等の低炭素実現に向けた活動状況または計画の調査 
 自治体ができる情報利活用による住民、企業等へのインセンティブについての考え方 
 地域全体での、ライフスタイル、ワークスタイルの変革によるエネルギーの最適化の

意識 
 スマートコミュニティに向けた実現性と継続的な活動に関する方針または考え方 
 他の地域への流用性および広報への支援・協力の可能性 
 

6.3.  地域コミュニティの連携可能性調査の調査結果 

推薦数の多かった 5 都市（表 6.3-1）を調査地域としてヒアリングを実施することとした。 

（詳細については表 6.3-3 に示す） 

 

－63－



 
 

表 6.3-1 実証実験候補地域の推薦結果による調査対象都市 

自治体名 都道府県 環境モデルタイトル 推薦数 

横浜市 神奈川県 
知の共有・選択肢の拡大・行動促進による市民力発揮

で大都市型ゼロカーボン生活を実現 
14 

六ヶ所村 青森県 新エネルギー・未来エネルギー環境都市ろっかしょ 9 

北九州市 福岡県 アジアの環境フロンティア都市・北九州市 8 

千代田区 東京都 世界最先端の低炭素環境都心の構築 6 

つくば市 茨城県 知と創意で低炭素社会を実証する田園都市つくば 6 

 

調査票に基づき推薦地域を調査・ヒアリングした内容を表 6.3-2 に示す。 

 

表 6.3-2 推薦地域の調査・ヒアリング結果 

調査項目 横浜市 六ヶ所村 北九州市 千代田区 つくば市 

① 候補地域
の背景・概
要 

大規模都市 小規模都市 大規模都市 東京特別区 中核都市 

②  
候補地域
の活用で
きる資産
リスト 

・風力発電設備（1

基）を設置 

・184 校に 10kw の

太陽光発電を設置 

・150 万世帯への太

陽光発電、エネファ

ーム等の導入促進 

・EV 自動車のカー

シェアリングやデ

マンドタクシー等

を鉄道と組み合わ

せた都市型新交通

システムを構想 

・78 基の風力発電設

備の稼働 

・バイオマス資源の

利活用 

・（株）二又風力開発

・東北電力の協力に

よる売電制度の本格

稼働 

・安定電力への蓄電

設備の設置 

・尾駮レイクタウン

のモデル地域化 

・電気自動車の導入

・六ヶ所村全域に光

ケーブルの設置 

・公共空間への太陽

光発電設備の設置 

・副生水素エネル

ギ ー 電 池

（32000kw） 

・ 太 陽 光 発 電

（1000kw） 

・風力発電設備

（3.4kw×10 基）

を設置 

・水素ステーショ

ンの整備 

・EV 用充電設備の

整備 

・スマートスクー

ル（4校）、スマ

ートストア（4

ヶ所）、スマート

ビル（5ヶ所）

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

③  
地域の優
位性 

小中学校 184 校に

太陽光発電設置、拡

張の余裕あり、市民

が積極的に取組ん

でいる 

風力発電設備を完

備、光ケーブルの整

備 

副生水素燃料電

池、太陽光発電、

風力発電等 

地域エネルギー

マネジメントの

展開、官庁街の環

境対策の先導的

展開ほか 

低炭素新交通体

系、低炭素田園空

間の構築、 

緑住農一体型住

宅の推進 

評価 

産学官民が目標達

成に積極的である 

先導的技術の導入 先導的技術の導

入 

先導的制度等の

構築 

自然力の活用と

最先端技術の融

合 
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調査項目 横浜市 六ヶ所村 北九州市 千代田区 つくば市 

 

 

 

④ 

 

候補地域
の自治体
の協力体
制 

「横浜市脱温暖化

行動方針」に基づい

て目標達成に取り

組んでいる 

地域新エネルギービ

ジョンの推進 

・ストック型都市

への転換 

・産業クラスター

の構築 

高水準な建物の

エネルギー対策

の推進ほか 

つくば環境スタ

イルの構築 

評価 

産学官民が連携し

ての取り組み 

実現性大 

産学官一体の取り組

み 

実現性大 

産学官一体の取

り組み 

実現性大 

中心都市モデル

として模範的 

課題はあるが実

現性大 

産学官一体の取

り組み 

実現性大 

 

 

⑤ 

候補地域
の関係プ
レイヤー
の協力体
制 

日産自動車と協働

による新交通シス

テム構築推進、環境

家計簿の市民への

推進 

二また風力開発、東

北電力ほか 

六ヶ所村エネルギー

パーク整備推進協議

会 

新日鉄、九州電

力、北九州商工会

議所、北九州市立

大学等 

区内 11 大学、Ｃ

ＥＳ推進協議会、

大丸有環境共生

まちづくり推進

協会ほか 

3Ｅフォーラム、

環境都市推進委

員会、筑波大学等

評価 良好 良好 良好 良好 良好 

 

 

⑥ 

他地域へ
の展開可
能性 

都市と農山村との

連携による脱温暖

化推進 50 都市と行

う 

地域活性化のための

広報活動実施 

アジア低炭素化

センター、環境学

習施設 

地域連携による

生グリーン電力

導入 

幼稚園、小中学校

への環境カリキ

ュラムの導入 

評価 
継続性大 

実際に他都市と推

進を実施 

継続性大 

地域展開協力 

継続性大 

海外への発信 

他地域への推進

力大 

環境教育の発信

拠点となる 

 

スマートハウスと地域コミュニティ連携に対する課題および提案を以下に示す。 

① 自治体、教育研究機関、民間企業、団体等の情報連携の強化 

② 低炭素取組と地域発展が両立することに対する地域理解の醸成と取り組みインセンテ

ィブの立案 

③ 公共交通機関利用促進のための整備およびバス、タクシー等の電気自動車化 

④ 一般家庭への普及に向けた電気自動車、太陽光発電設備等の開発及び低価格化の努力 

⑤ 環境活動における設備、制度への資金確保 

⑥ スマートハウス普及に向けての制度的な仕組み 

 

スマートハウスの普及に向けて、今回本調査事業に参加頂いた民間企業 32 社、2 自治体、

2 団体とともに、新たな検討の枠組みをつくり、多くの企業等にさらなる参加を呼び掛け、

引き続き地域コミュニティとの連携強化を図ることが望まれる。 
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地

で
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り
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の
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度
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本
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待
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き
る
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環

境
に
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味

の
あ
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の

市
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、
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抱

え
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家
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ど
他

の
地

域
に
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徴
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。
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。
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や
す

い
環

境
に

あ
る

た
め

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
を

組
ん

だ
取

組
み

が
行

い
易

い
。

ま
た

地
域

的
に

知
名

度
も

あ
る

の
で

実
証

を
行

う
上

で
の

P
R

効
果

も
高

い
。

首
都

圏
に

近
く
実

証
試

験
が

行
い

や
す

い
事

も
メ

リ
ッ

ト
。

環
境

モ
デ

ル
都

市
で

あ
り

、
自

治
体

の
体

制
が

し
っ

か
り

し
て

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

績
も

豊
富

。
か

つ
、

企
業

と
の

連
携

実
績

も
豊

富
。

1
0
年

度
A

P
E
C

が
開

催
さ

れ
、

国
際

会
議

開
催

も
多

く
、

世
界

へ
の

発
信

に
つ

な
が

る
。

来
年

度
の

Ａ
Ｐ

Ｅ
Ｃ

の
開

催
地

で
実

証
実

験
を

す
る

こ
と

で
、

国
際

的
に

ア
ピ

ー
ル

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

環
境

モ
デ

ル
候

補
都

市
で

あ
り

、
交

通
手

段
も

便
利

。
サ

ポ
ー

ト
体

制
を

と
り

や
す

い
。

ま
た

実
証

実
験

期
間

中
に

多
く
の

見
学

者
が

見
込

ま
れ

る
。

自
治

体
も

前
向

き
。

都
市

型
モ

デ
ル

（
高

層
住

宅
な

ど
）
と

し
て

国
際

的
に

ア
ピ

ー
ル

で
き

る
。

環
境

モ
デ

ル
都

市
で

あ
り

国
と

し
て

取
り

組
む

実
証

実
験

フ
ィ

ー
ル

ド
と

し
て

適
当

。
大

都
市

圏
に

お
け

る
住

宅
地

実
証

実
験

の
可

能
性

が
あ

る
。

1
環

境
モ

デ
ル

都
市

横
浜

市
神

奈
川

県

知
の

共
有

・
選

択
肢

の
拡

大
・
行

動
促

進
に

よ
る

市
民

力
発

揮
で

大
都

市
型

ゼ
ロ

カ
ー

ボ
ン

生
活

を
実

現
1
4
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ス
マ

ー
ト

ハ
ウ

ス
整

備
事

業
に

係
わ

る
実

証
実

験
候

補
地

域
一

覧
表

（
最

終
推

薦
結

果
）

 
（

2
/
7
）

 

項
番

区
　

分
自

治
体

名
都

道
府

県
環

境
モ

デ
ル

タ
イ

ト
ル

推
薦

会
社

数
推

薦
理

由

・
 六

ヶ
所

村
は

、
国

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

政
策

に
大

き
く
関

与
し

て
き

た
地

域
で

あ
り

、
地

域
住

民
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
に

対
す

る
関

心
度

・
協

力
度

が
高

く
、

様
々

な
取

り
組

み
へ

の
協

力
が

可
能

な
地

域
で

あ
る

こ
と

・
 村

内
に

は
、

原
燃

サ
イ

ク
ル

事
業

に
関

連
す

る
様

々
な

企
業

が
多

数
立

地
し

て
い

る
た

め
、

サ
プ

ラ
イ

サ
イ

ド
だ

け
で

は
な

く
、

デ
マ

ン
ド

サ
イ

ド
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
施

策
へ

の
取

り
組

み
に

協
力

が
期

待
で

き
る

と
考

え
ら

れ
る

こ
と

。
ま

た
、

風
力

発
電

所
の

集
積

整
備

な
ど

を
行

っ
て

い
る

こ
と

・
 村

・
県

・
企

業
が

総
合

的
な

エ
ネ

ル
ギ

ー
施

策
の

推
進

・
展

開
を

行
っ

て
お

り
、

今
後

我
が

国
が

目
指

す
低

炭
素

社
会

の
実

現
に

向
け

、
そ

の
素

地
が

形
成

さ
れ

つ
つ

あ
る

地
域

で
あ

る

　
→

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
着

実
な

普
及

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

た
「
六

ヶ
所

村
地

域
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
ビ

ジ
ョ

ン
」
を

平
成

２
０

年
に

策
定

し
て

い
る

こ
と

。

ま
た

、
上

記
ビ

ジ
ョ

ン
の

策
定

と
あ

わ
せ

、
村

内
に

立
地

し
て

い
る

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

連
施

設
の

パ
ー

ク
化

を
図

る
た

め
の

「
次

世
代

エ
ネ

ル
ギ

ー
パ

ー

ク
整

備
プ

ラ
ン

」
を

策
定

し
、

平
成

２
０

年
６

月
、

経
済

産
業

省
よ

り
「
次

世
代

エ
ネ

ル
ギ

ー
パ

ー
ク

」
の

認
定

を
受

け
て

い
る

こ
と

（
平

成
２

２
年

４
月

パ
ー

ク
開

業
予

定
）

　
→

県
で

は
、

E
V

を
は

じ
め

と
し

た
次

世
代

自
動

車
の

普
及

拡
大

を
図

る
た

め
、

経
済

産
業

省
の

「
E
V

・
P
H

V
タ

ウ
ン

」
の

指
定

を
受

け
、

平
成

２
１

年

度
、

１
２

台
の

次
世

代
自

動
車

を
導

入
（
E
V

８
台

、
P
H

V
４

台
）
し

、
六

ヶ
所

村
等

に
お

い
て

C
O

2
削

減
効

果
の

把
握

等
を

目
的

と
し

た
実

証
実

験
を

開

始
し

て
い

る
お

り
、

デ
マ

ン
ド

サ
イ

ド
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

１
つ

で
あ

る
輸

送
問

題
に

も
取

り
組

ん
で

い
る

こ
と

　
→

県
で

は
、

今
後

の
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
大

量
導

入
を

見
据

え
た

電
力

イ
ン

フ
ラ

の
あ

り
方

（
い

わ
ゆ

る
ス

マ
ー

ト
グ

リ
ッ

ド
）
に

つ
い

て
、

有

識
者

で
構

成
す

る
検

討
委

員
会

を
立

ち
上

げ
、

将
来

的
な

次
世

代
エ

ネ
ル

ギ
ー

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
に

向
け

た
実

証
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

必
要

性
や

具
体

案
等

を
検

討
中

で
あ

る
な

ど
、

次
世

代
エ

ネ
ル

ギ
ー

や
新

た
な

社
会

シ
ス

テ
ム

を
構

築
す

る
た

め
の

グ
ラ

ン
ド

デ
ザ

イ
ン

が
平

成
２

２
年

２
月

に

ビ
ジ

ョ
ン

と
し

て
策

定
予

定
で

あ
る

こ
と

２
　

フ
ィ

ー
ル

ド
の

優
位

性

・
　

地
域

住
民

、
企

業
等

の
協

力
の

も
と

、
地

域
一

丸
と

な
っ

た
実

証
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

展
開

が
可

能
で

あ
る

こ
と

・
　

次
世

代
エ

ネ
ル

ギ
ー

や
新

た
な

社
会

シ
ス

テ
ム

の
グ

ラ
ン

ド
デ

ザ
イ

ン
に

立
脚

し
た

着
実

な
取

り
組

み
が

可
能

で
あ

る
こ

と

・
　

関
連

事
業

者
（
電

力
会

社
）
と

の
協

力
体

制
が

構
築

さ
れ

て
お

り
、

実
証

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ビ

ジ
ョ

ン
策

定
に

あ
た

っ
て

も
、

事
業

者
の

参
画

を
得

て
、

実
現

性
の

高
い

具
体

案
を

策
定

中
で

あ
る

と
考

え
ら

れ
る

こ
と

・
　

県
、

村
と

も
に

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

政
策

へ
の

関
心

が
高

く
、

全
国

で
も

先
進

的
な

取
り

組
み

を
積

極
的

に
進

め
て

い
る

ほ
か

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

あ

た
り

積
極

的
な

コ
ミ

ッ
ト

を
表

明
し

て
い

る
こ

と

・
　

ス
マ

ー
ト

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

に
必

須
な

ブ
ロ

ー
ド

バ
ン

ド
の

整
備

を
進

め
て

お
り

、
新

規
分

譲
地

区
や

公
共

施
設

の
建

設
計

画
な

ど
、

新
規

建
設

段
階

か
ら

の
ス

マ
ー

ト
ハ

ウ
ス

の
導

入
が

可
能

な
地

域
で

あ
る

こ
と

・
 日

本
型

ス
マ

ー
ト

グ
リ

ッ
ド

の
構

築
に

向
け

て
は

、
階

層
的

、
段

階
的

な
実

証
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

展
開

が
必

要
と

な
る

が
、

デ
マ

ン
ド

、
サ

プ
ラ

イ
双

方

の
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
を

有
す

る
地

域
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
発

展
的

、
継

続
的

な
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

が
可

能
な

地
域

で
あ

る
こ

と

青
森

県
が

積
極

的
に

誘
致

活
動

を
行

っ
て

お
り

、
太

陽
光

発
電

と
エ

ネ
ル

ギ
ー

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

以
外

は
全

て
そ

ろ
っ

て
い

る
地

域
で

地
方

都
市

と
し

て

採
択

の
可

能
性

が
高

い
。

風
力

発
電

イ
ン

フ
ラ

が
整

備
さ

れ
、

寒
冷

地
モ

デ
ル

と
し

て
先

行
的

に
実

証
で

き
る

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

を
有

し
て

い
る

。

実
証

実
験

用
の

イ
ン

フ
ラ

が
充

実
。

県
を

含
め

た
協

力
体

制
が

期
待

で
き

る
。

大
規

模
W

F
が

導
入

さ
れ

て
お

り
、

ス
マ

ー
ト

ハ
ウ

ス
を

含
ん

だ
地

域
の

需
給

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

実
証

に
適

し
て

い
る

。

風
力

発
電

所
を

系
統

系
に

持
ち

、
日

本
風

力
他

が
民

間
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

し
て

も
進

め
て

い
る

。

日
本

風
力

開
発

が
運

営
す

る
風

力
発

電
所

と
の

連
携

は
、

実
証

実
験

を
行

う
価

値
が

大
い

に
あ

る
と

考
え

る
。

2
六

ヶ
所

村
青

森
県

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

・
未

来
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

都
市

ろ
っ

か
し

ょ
9
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ス
マ

ー
ト

ハ
ウ

ス
整

備
事

業
に

係
わ

る
実

証
実

験
候
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（
最

終
推

薦
結

果
）

 
（

3
/
7
）

 

項
番

区
　

分
自

治
体

名
都

道
府

県
環

境
モ

デ
ル

タ
イ

ト
ル

推
薦

会
社

数
推

薦
理

由

・
　

北
九

州
市

が
目

指
す

「
世

界
の

環
境

首
都

」
の

モ
デ

ル
と

な
る

環
境

配
慮

の
ま

ち
づ

く
り

を
進

め
る

た
め

、
八

幡
東

田
グ

リ
ー

ン
ビ

レ
ッ

ジ
構

想
を

産
学

官
で

取
り

ま
と

め
、

同
構

想
の

推
進

協
議

会
を

設
置

し
て

取
組

み
を

推
進

し
て

お
り

、
天

然
ガ

ス
コ

ジ
ェ

ネ
発

電
電

力
地

域
内

利
用

、
事

業
所

向

け
カ

ー
シ

ェ
ア

リ
ン

グ
事

業
、

環
境

共
生

住
宅

等
の

基
盤

整
備

が
充

実
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

デ
マ

ン
ド

と
サ

プ
ラ

イ
の

同
期

化
を

実

現
し

や
す

い
こ

と

・
　

北
九

州
ス

マ
ー

ト
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
構

想
で

は
、

『
地

域
社

会
に

お
け

る
1
0
％

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

供
給

社
会

、
グ

リ
ッ

ド
網

に
よ

る
地

域
エ

ネ
ル

ギ
ー

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

、
需

要
・
供

給
両

面
か

ら
の

双
方

向
エ

ネ
ル

ギ
ー

制
御

社
会

、
ス

マ
ー

ト
メ

ー
タ

ー
導

入
等

に
よ

り
街

区
ま

る
ご

と
C

O
2
見

え
る

化
、

本
格

的
次

世
代

自
動

車
活

用
社

会
、

低
炭

素
型

交
通

シ
ス

テ
ム

、
低

炭
素

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

シ
ス

テ
ム

、
低

炭
素

エ
ネ

ル
ギ

ー
学

習
シ

ス
テ

ム
』
の

実
現

を
通

じ
て

、
新

た
な

社
会

シ
ス

テ
ム

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

低
炭

素
社

会
を

実
現

す
る

た
め

の
技

術
開

発
を

進
め

、
新

た
な

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル

を
創

出
す

る
こ

と
を

目
指

し
て

お
り

、
ま

た
他

地
域

へ
の

展
開

と
新

た
な

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
が

期
待

で
き

る
こ

と
。

・
　

現
在

北
九

州
市

で
整

備
を

進
め

て
い

る
ア

ジ
ア

低
炭

素
化

セ
ン

タ
ー

（
仮

称
）
を

通
じ

て
本

取
組

み
の

成
果

を
ビ

ジ
ネ

ス
ベ

ー
ス

で
国

内
外

へ
移

転
す

る
な

ど
、

国
が

閣
議

決
定

し
た

新
成

長
戦

略
の

実
現

に
資

す
る

高
い

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

を
有

す
る

と
考

え
ら

れ
る

こ
と

九
州

地
域

の
特

性
評

価
の

た
め

。

水
素

社
会

な
ど

多
少

長
期

的
な

ス
パ

ン
で

実
現

す
べ

き
実

証
を

担
え

る
機

能
を

有
し

て
い

る
。

E
V

、
発

電
,を

含
め

た
工

業
都

市
モ

デ
ル

と
し

て
期

待
で

き
る

。

都
市

型
モ

デ
ル

と
し

て
バ

ラ
ン

ス
が

い
い

。

環
境

モ
デ

ル
都

市
で

あ
り

、
比

較
的

交
通

至
便

。

地
域

独
自

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

源
が

あ
る

地
域

実
験

フ
ィ

ー
ル

ド
と

し
て

、
ま

た
環

境
モ

デ
ル

都
市

で
も

あ
り

適
当

。

大
都

市
型

モ
デ

ル
の

課
題

抽
出

な
ど

に
適

し
て

い
る

。

実
証

事
業

に
協

力
で

き
る

可
能

性
が

高
い

都
市

で
あ

る
。

丸
の

内
周

辺
で

行
わ

れ
て

い
る

都
市

の
再

開
発

計
画

と
連

携
し

、
イ

ン
フ

ラ
整

備
と

地
域

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
を

取
り

入
れ

た
都

市
計

画

の
一

部
と

し
て

先
端

的
な

実
証

試
験

が
可

能
。

世
界

的
に

も
有

数
な

大
都

市
で

の
実

証
と

な
り

P
R

効
果

が
高

い
。

都
市

型
の

モ
デ

ル
と

し
て

世
界

発
信

力
が

あ
る

。

環
境

ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ

候
補

都
市

で
あ

り
、

交
通

手
段

も
便

利
。

サ
ポ

ー
ト

体
制

を
と

り
や

す
い

。
ま

た
実

証
実

験
期

間
中

に
多

く
の

見
学

者
が

見
込

ま
れ

る
。

4
環

境
モ

デ
ル

候
補

都
市

千
代

田
区

東
京

都
世

界
最

先
端

の
低

炭
素

環
境

都
心

の
構

築
68

3
環

境
モ

デ
ル

都
市

北
九

州
市

福
岡

県
ア

ジ
ア

の
環

境
フ

ロ
ン

テ
ィ

ア
都

市
・

北
九

州
市
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表
6.
3
-
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ス
マ

ー
ト

ハ
ウ

ス
整

備
事

業
に

係
わ

る
実

証
実

験
候

補
地

域
一

覧
表

（
最

終
推

薦
結

果
）

 
（

4
/
7
）

 
 

項
番

区
　

分
自

治
体

名
都

道
府

県
環

境
モ

デ
ル

タ
イ

ト
ル

推
薦

会
社

数
推

薦
理

由

筑
波

大
学

を
中

心
に

、
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

直
流

連
系

シ
ス

テ
ム

を
検

討
し

て
お

り
、

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
有

効
利

用
方

法
の

検
討

に
積

極
的

で
あ

る
。

実
証

事
業

に
協

力
で

き
る

可
能

性
が

高
い

都
市

で
あ

る
。

環
境

に
対

す
る

自
治

体
の

体
制

が
し

っ
か

り
し

て
お

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

も
豊

富
。

か
つ

、
地

元
の

研
究

機
関

及
び

企
業

と
の

連
携

実
績

も
豊

富
。

学
園

都
市

と
し

て
住

民
の

意
識

が
高

い
。

学
園

都
市

、
田

園
都

市
と

し
て

推
進

す
べ

き
。

一
定

規
模

の
住

宅
地

の
中

で
検

証
可

能
性

が
あ

る
。

青
森

県
が

Ｅ
Ｖ

・
ｐ
Ｈ

Ｖ
の

実
証

試
験

を
行

っ
て

お
り

、
施

設
の

活
用

と
実

施
体

制
が

整
っ

て
い

る
。

青
森

県
と

し
て

の
ク

リ
ー

ン
エ

ネ
ル

キ
ー

政
策

に
対

応
し

た
コ

ン
パ

ク
ト

シ
テ

ィ
展

開
が

期
待

で
き

る
。

既
に

当
社

事
業

部
、

研
究

所
に

て
話

を
進

め
て

い
る

た
め

。

学
園

都
市

、
田

園
都

市
と

し
て

推
進

す
べ

き
。

一
定

規
模

の
住

宅
地

の
中

で
検

証
可

能
性

が
あ

る
。

E
V

活
用

評
価

を
期

待
し

て
。

製
造

業
の

中
核

都
市

で
か

つ
環

境
都

市
と

い
う

新
た

な
都

市
モ

デ
ル

の
実

現
に

大
き

く
期

待
で

き
る

。

E
V

を
中

心
と

し
た

ス
マ

ー
ト

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

実
験

の
可

能
性

が
あ

る
。

家
を

中
心

に
P
H

V
や

E
V

活
用

の
検

討
も

で
き

る
。

基
本

的
に

古
い

建
物

が
多

い
地

域
(景

観
維

持
も

要
)に

お
け

る
実

証
の

在
り

方
(古

来
の

工
夫

の
活

用
含

む
)。

実
証

場
所

と
し

て
世

界
的

に
も

P
R

効
果

が
高

く
、

自
治

体
と

し
て

も
環

境
と

歴
史

的
資

産
の

保
全

を
前

提
と

し
た

省
エ

ネ
設

備
の

導
入

検
討

、
さ

ら
に

公
共

交
通

の
電

化
（
E
V

バ
ス

の
導

入
）
や

活
性

化
に

よ
る

街
作

り
等

の
検

討
と

取
り

組
み

を
実

施
し

て
お

り
、

自
治

体
と

連
携

し
た

取
り

組
み

が
可

能

で
あ

る
。

環
境

モ
デ

ル
都

市
で

あ
り

、
比

較
的

交
通

至
便

。
ま

た
、

観
光

名
所

・
京

都
議

定
書

な
ど

で
知

名
度

が
高

い
。

知
と

創
意

で
低

炭
素

社
会

を
実

証
す

る
田

園
都

市
つ

く
ば

6

7
環

境
モ

デ
ル

候
補

都
市

豊
田

市
愛

知
県

も
の

づ
く
り

・
環

境
先

進
都

市
と

よ
た

4

6
青

森
市

青
森

県
コ

ン
パ

ク
ト

エ
コ

シ
テ

ィ
戦

略
環

境
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
コ

ン
パ

ク
ト

シ
テ

ィ

か
ら

コ
ン

パ
ク

ト
エ

コ
シ

テ
ィ

へ
の

進
化

4

5
つ

く
ば

市
茨

城
県

8
環

境
モ

デ
ル

候
補

都
市

京
都

市
京

都
府

「
カ

ー
ボ

ン
・
ゼ

ロ
」
を

目
指

す

「
地

球
共

生
型

都
市

・
京

都
」

3
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表
6.
3
-
3
 

ス
マ

ー
ト

ハ
ウ

ス
整

備
事

業
に

係
わ

る
実

証
実

験
候

補
地

域
一

覧
表

（
最

終
推

薦
結

果
）

 
（

5
/
7
）

 
 

項
番

区
　

分
自

治
体

名
都

道
府

県
環

境
モ

デ
ル

タ
イ

ト
ル

推
薦

会
社

数
推

薦
理

由

沖
縄

グ
リ

ー
ン

ニ
ュ

ー
デ

ィ
ー

ル
と

の
連

係
で

実
証

研
究

が
容

易
。

実
証

と
し

て
、

沖
縄

が
系

統
独

立
し

て
い

て
、

効
果

測
定

な
ど

明
確

化
し

や
す

い
。

電
気

自
動

車
の

普
及

を
核

に
し

た
「
グ

リ
ー

ン
ニ

ュ
ー

デ
ィ

ー
ル

沖
縄

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
な

ど
、

検
討

が
進

ん
で

い
る

。

離
島

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
だ

け
で

な
く
、

水
も

含
め

て
、

住
民

と
し

て
の

資
源

・
環

境
意

識
が

高
い

。
風

力
や

太
陽

光
、

バ
イ

オ
マ

ス
・
バ

イ

オ
エ

タ
ノ

ー
ル

な
ど

、
自

然
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
導

入
も

進
ん

で
お

り
、

住
民

間
で

の
協

力
し

あ
う

風
土

と
あ

わ
せ

て
、

離
島

型
の

実
証

を
お

こ
な

う
フ

ィ
ー

ル
ド

と
し

て
適

し
て

い
る

と
考

え
る

。

孤
立

し
た

地
域

と
し

て
の

評
価

を
行

う
た

め
。

離
島

マ
イ

ク
ロ

グ
リ

ッ
ド

実
証

設
備

と
連

係
し

て
ス

マ
ー

ト
ハ

ウ
ス

の
実

証
研

究
の

効
果

を
評

価
し

や
す

い
。

都
市

基
盤

が
整

備
さ

れ
て

お
り

、
既

存
の

住
宅

や
、

住
宅

会
社

を
含

む
、

多
く
研

究
所

が
立

地
し

、
都

市
型

の
実

証
を

行
う

フ
ィ

ー
ル

ド
と

し
て

適
し

て
い

る
と

考
え

ま
す

。

地
域

住
民

の
環

境
意

識
の

高
さ

と
N

IC
T
や

地
元

ケ
ー

ブ
ル

事
業

者
と

の
連

携
で

家
電

消
費

電
力

の
見

え
る

化
に

つ
い

て
の

実
証

等
を

進
め

て
い

る
点

。

学
園

都
市

と
し

て
住

民
の

意
識

が
高

い
。

自
治

体
の

取
組

み
が

前
向

き
。

ま
た

、
ポ

ー
ト

ア
イ

ラ
ン

ド
な

ど
、

電
気

と
熱

の
最

適
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
、

社
会

シ
ス

テ
ム

実
証

に
適

し
た

サ
イ

ト
を

有
し

て
い

る
。

鉄
道

（
J
R

、
私

電
）
、

地
下

鉄
（
市

営
）
、

新
交

通
シ

ス
テ

ム
（
ポ

ー
ト

ラ
イ

ナ
ー

）
等

が
輻

輳
し

て
い

る
地

域
で

あ
り

、
車

両
の

電
化

（
E
V

、
E
V

バ
ス

等
）

と
合

わ
せ

た
次

世
代

交
通

シ
ス

テ
ム

推
進

に
よ

る
C

O
2
削

減
や

次
世

代
ス

パ
コ

ン
の

導
入

に
代

表
さ

れ
る

先
端

施
設

の
省

エ
ネ

化
検

討
を

市
と

し
て

も
進

め
て

お
り

、
ス

マ
ー

ト
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

実
証

を
行

う
上

で
自

治
体

と
連

携
し

た
取

り
組

み
が

可
能

で
あ

る
。

ま
た

、
実

証
場

所
と

し
て

世
界

的
に

も

P
R

効
果

が
高

い
。

実
証

事
業

に
協

力
で

き
る

可
能

性
が

高
い

都
市

で
あ

る
。

み
や

エ
コ

フ
ァ

ミ
リ

ー
(家

庭
版

環
境

IS
O

)認
定

制
度

な
ど

、
ソ

フ
ト

面
で

の
取

組
に

も
積

極
的

で
あ

り
、

地
域

社
会

の
理

解
が

得
や

す
い

と
思

わ
れ

る
。

寒
冷

地
で

地
方

中
心

都
市

既
成

市
街

地
モ

デ
ル

と
し

て
。

一
定

規
模

の
住

宅
地

の
中

で
検

証
可

能
性

が
あ

る
。

弊
社

担
当

部
署

と
非

常
に

近
い

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
た

め
、

距
離

的
な

制
約

が
少

な
く
、

実
証

実
験

を
進

め
る

に
当

た
り

困
難

が
少

な
い

。

実
証

事
業

に
協

力
で

き
る

可
能

性
が

高
い

都
市

で
あ

る
。

宮
古

島
市

沖
縄

県
C

O
2
 1

0
0
%
フ

リ
ー

ア
イ

ラ
ン

ド
「
ば

ん
た

が
か

ぎ
す

ま
・
み

ゃ
～

く
」

エ
コ

ア
イ

ラ
ン

ド
宮

古
島

宣
言

3

9
那

覇
市

沖
縄

県
人

・
自

然
・
地

球
に

や
さ

し
い

環
境

共
生

都
市

な
は

3

1
4

川
口

市

1
1

木
津

川
市

精
華

市

条
畷

市

交
野

市
生

駒
市

京
阪

奈
学

研
都

市

京
都

府

大
阪

府

奈
良

県

け
い

は
ん

な
学

研
都

市
に

お
け

る

持
続

可
能

社
会

の
た

め
の

取
組

み
3

1
0

環
境

モ
デ

ル
候

補
都

市

1
2

新
規

推
薦

神
戸

市
兵

庫
県

・
自

然
の

め
ぐ

み
を

大
切

に
、

み
ん

な
で

築
く
、

共
生

と
循

環
の

ま
ち

・
神

戸
（
神

戸
市

望
ま

し
い

環

境
像

よ
り

）

・
神

戸
市

エ
コ

タ
ウ

ン
構

想

3

埼
玉

県
「
市

域
で

の
協

働
」

5
0
万

人
に

よ
る

エ
コ

ラ
イ

フ
D

A
Y

2

1
3

宇
都

宮
市

栃
木

県
持

続
可

能
な

「
環

境
都

市
う

つ
の

み
や

」
に

向
け

た
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
型

コ
ン

パ
ク

ト
シ

テ
ィ

の
形

成
2
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ス
マ

ー
ト

ハ
ウ

ス
整

備
事

業
に

係
わ

る
実

証
実

験
候

補
地

域
一

覧
表

（
最

終
推

薦
結

果
）

 
（

6
/
7
）

 

項
番

区
　

分
自

治
体

名
都

道
府

県
環

境
モ

デ
ル

タ
イ

ト
ル

推
薦

会
社

数
推

薦
理

由

地
域

間
連

携
評

価
を

行
う

。

実
証

事
業

に
協

力
で

き
る

可
能

性
が

高
い

都
市

で
あ

る
。

次
世

代
IT

S
な

ど
交

通
と

組
み

合
わ

せ
た

環
境

も
整

備
予

定
で

あ
り

他
の

地
域

に
な

い
特

徴
を

有
し

て
い

る
。

柏
の

葉
ス

マ
ー

ト
シ

テ
ィ

ー
構

想
と

連
係

し
て

実
証

が
可

能
で

あ
る

。

L
E
D

街
路

灯
の

整
備

な
ど

も
積

極
的

で
あ

り
、

L
E
D

街
路

灯
と

ア
ク

テ
ィ

ブ
タ

グ
を

組
み

合
わ

せ
た

イ
ン

テ
リ

ジ
ェ

ン
ト

街
路

灯
の

商
店

街
へ

の
導

入
な

ど
を

計
画

し
て

お
り

他
の

地
域

と
異

な
る

特
徴

を
有

し
て

い
る

。

実
証

事
業

に
協

力
で

き
る

可
能

性
が

高
い

都
市

で
あ

る
。

下
町

の
地

域
特

性
(密

集
度

が
高

い
)に

お
け

る
評

価
の

た
め

。

実
証

事
業

に
協

力
で

き
る

可
能

性
が

高
い

都
市

で
あ

る
。

北
陸

及
び

日
本

海
側

地
域

の
評

価
地

と
し

て
。

地
域

交
通

含
め

た
エ

コ
シ

テ
ィ

展
開

に
積

極
的

。

公
共

交
通

機
関

活
用

、
臨

海
工

業
都

市
モ

デ
ル

と
し

て
の

実
験

が
期

待
で

き
る

。

環
境

モ
デ

ル
候

補
都

市
で

あ
り

、
比

較
的

交
通

至
便

。
ま

た
、

環
境

モ
デ

ル
候

補
都

市
と

し
て

、
臨

海
工

業
都

市
モ

デ
ル

と
し

て
注

目
す

る
。

瀬
戸

内
海

地
域

の
特

性
評

価
と

し
て

。

瀬
戸

内
海

地
域

の
特

性
評

価
と

し
て

。

小
都

市
で

の
広

域
連

携
の

環
境

モ
デ

ル
の

検
証

に
適

す
る

。

蒸
暑

地
の

実
証

実
験

フ
ィ

ー
ル

ド
と

し
て

適
当

。
一

定
規

模
の

住
宅

地
の

中
で

検
証

可
能

性
が

あ
る

。

九
州

地
域

特
性

評
価

。

環
境

モ
デ

ル
都

市
で

あ
り

、
自

治
体

の
体

制
が

し
っ

か
り

し
て

お
り

、
豊

富
な

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
績

が
あ

る
。

先
進

的
な

ご
み

分
別

方
式

を
採

用
す

る
な

ど
市

民
の

環
境

意
識

も
高

く
、

市
民

参
加

も
期

待
で

き
る

。
ま

た
、

企
業

と
の

連
携

の
動

き
も

あ
り

、
熊

本
県

の
十

分
な

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

も
期

待
で

き
る

。

2
4

環
境

モ
デ

ル
都

市
帯

広
市

北
海

道
田

園
環

境
モ

デ
ル

都
市

・
お

び
ひ

ろ
1

環
境

モ
デ

ル
都

市
で

あ
る

点
と

、
寒

冷
地

域
評

価
の

た
め

。

高
知

市
高

知
県

環
境

維
新

・
高

知
市

「
土

佐
か

ら
生

ま
れ

る
環

境
民

権
運

動
」

2

環
境

と
経

済
の

調
和

し
た

持
続

可
能

な
小

規
模

自
治

体
モ

デ
ル

の
提

案
2

2
1

広
島

市
広

島
県

水
と

緑
を

活
か

し
た

環
境

都
市

づ
く
り

2

2
2

2
3

環
境

モ
デ

ル
都

市
水

俣
市

熊
本

県

富
山

市
富

山
県

富
山

市
コ

ン
パ

ク
ト

シ
テ

ィ
戦

略
に

よ
る

C
O

2
削

減
計

画
2

1
5

戸
田

市
・白

河
市

埼
玉

県
・
福

島
県

都
市

間
連

携
に

よ
る

複
合

型
低

炭
素

社
会

の
創

出
2 2

1
8

江
戸

川
区

東
京

都
一

人
ひ

と
り

が
環

境
に

配
慮

し
て

暮
ら

す
ま

ち
エ

コ
タ

ウ
ン

え
ど

が
わ

実
現

事
業

2

2
0

1
9

環
境

モ
デ

ル
都

市

省
エ

ネ
都

市
生

活
ス

タ
イ

ル
へ

の
転

換
2

1
6

1
7

北
区

東
京

都

柏
市

千
葉

県
大

学
と

地
域

が
連

携
し

た
サ

ス
テ

ィ
ナ

ブ
ル

・
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

実
践

都
市

・
柏

2

環
境

モ
デ

ル
候

補
都

市
堺

市
大

阪
府

低
炭

素
型

ま
ち

づ
く
り

戦
略

「
ク

ー
ル

シ
テ

ィ
・
堺

」
推

進
プ

ロ
グ

ラ
ム
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表
6.
3
-
3
 

ス
マ

ー
ト

ハ
ウ

ス
整

備
事

業
に

係
わ

る
実

証
実

験
候

補
地

域
一

覧
表

（
最

終
推

薦
結

果
）

 
（

7
/
7
）

項
番

区
　

分
自

治
体

名
都

道
府

県
環

境
モ

デ
ル

タ
イ

ト
ル

推
薦

会
社

数
推

薦
理

由

2
5

豊
島

区
東

京
都

高
密

都
市

か
ら

発
信

す
る

低
炭

素
社

会
実

現
へ

の
挑

戦
1

実
証

事
業

に
協

力
で

き
る

可
能

性
が

高
い

都
市

で
あ

る
。

2
6

調
布

市
東

京
都

調
布

市
環

境
モ

デ
ル

都
市

提
案

1
実

証
事

業
に

協
力

で
き

る
可

能
性

が
高

い
都

市
で

あ
る

。

2
7

川
崎

市
神

奈
川

県
低

炭
素

・
資

源
エ

ネ
ル

ギ
ー

産
業

都
市

を
目

指
し

て

カ
ー

ボ
ン

チ
ャ

レ
ン

ジ
川

崎
エ

コ
戦

略
の

推
進

1
実

証
事

業
に

協
力

で
き

る
可

能
性

が
高

い
都

市
で

あ
る

。

2
8

相
模

原
市

神
奈

川
県

カ
ー

ボ
ン

ミ
ニ

マ
ム

さ
が

み
は

ら
1

実
証

事
業

に
協

力
で

き
る

可
能

性
が

高
い

都
市

で
あ

る
。

2
9

北
杜

市
山

梨
県

杜
と

共
に

生
き

る
・
暮

ら
し

創
造

都
市

1
大

規
模

電
力

供
給

用
太

陽
光

発
電

系
統

安
定

化
等

実
証

研
究

に
て

、
メ

ガ
ソ

ー
ラ

ー
発

電
に

も
取

組
ま

れ
て

お
り

、
自

治
体

と
し

て
環

境
へ

の
取

り

組
み

を
行

う
基

盤
が

あ
る

。

3
0

多
治

見
市

岐
阜

県
日

本
一

暑
い

ま
ち

に
よ

る

地
球

温
暖

化
対

策
地

域
推

進
計

画
の

実
施

1
蒸

暑
地

の
実

証
実

験
フ

ィ
ー

ル
ド

と
し

て
適

当
。

一
定

規
模

の
住

宅
地

の
中

で
検

証
可

能
性

が
あ

る
。

3
1

名
古

屋
市

愛
知

県
低

炭
素

で
も

快
適

な
都

市
へ

の
挑

戦
1

交
通

と
エ

ネ
ル

ギ
ー

イ
ン

フ
ラ

の
融

合
を

検
証

す
る

場
所

と
し

て
、

自
動

車
関

連
企

業
が

多
く
、

ま
た

中
心

部
に

研
究

開
発

拠
点

等
の

評
価

と
実

証
エ

リ
ア

候
補

と
な

る
場

所
が

存
在

し
て

お
り

、
都

市
交

通
を

含
め

た
エ

ネ
ル

ギ
ー

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
の

実
証

を
行

う
上

で
有

効
。

自
治

体
も

エ
ネ

ル
ギ

ー

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
セ

ン
タ

ー
を

中
心

と
し

た
検

討
を

開
始

し
て

お
り

、
協

力
も

得
や

す
い

環
境

に
あ

る
。

3
2

刈
谷

市
愛

知
県

産
業

・
く
ら

し
・
交

通
の

コ
ラ

ボ
レ

ー
シ

ョ
ン

で
進

め
る

世
界

一
低

炭
素

・
低

燃
費

都
市

づ
く
り

1
ト

ヨ
タ

グ
ル

ー
プ

(電
装

)の
中

心
都

市
で

あ
り

、
E
V

社
会

に
必

要
と

な
る

基
礎

的
技

術
を

持
つ

企
業

の
活

用
が

可
能

。

3
3

近
江

八
幡

市
滋

賀
県

歴
史

・
文

化
・
自

然
に

く
る

ま
れ

た
L
O

H
A

S
な

ま
ち

近

江
八

幡
1

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
の

少
な

い
生

活
ス

タ
イ

ル
を

目
指

す
住

宅
、

住
環

境
に

お
け

る
実

証
実

験
と

し
て

注
目

さ
れ

て
い

る
。

3
4

大
阪

市
大

阪
府

「
日

本
一

暑
い

大
阪

」
を

涼
し

く
す

る
快

適
な

都
市

環

境
づ

く
り

1
自

治
体

が
熱

心
で

あ
る

。

ま
た

、
南

港
エ

リ
ア

な
ど

、
電

気
と

熱
の

最
適

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

、
社

会
シ

ス
テ

ム
実

証
に

適
し

た
サ

イ
ト

を
有

し
て

い
る

。

3
5

松
山

市
愛

媛
県

「
サ

ス
テ

ィ
ナ

ブ
ル

・
サ

ン
シ

ャ
イ

ン
シ

テ
ィ

・
松

山
」
構

想
1

温
暖

地
の

実
証

実
験

フ
ィ

ー
ル

ド
と

し
て

適
当

。
一

定
規

模
の

住
宅

地
の

中
で

検
証

可
能

性
が

あ
る

。

3
6

香
南

市
・
香

美
市

・
南

国
市

高
知

県
2
0
5
0
年

　
物

部
川

流
域

カ
ー

ボ
ン

・
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
構

想
1

小
都

市
で

の
広

域
連

携
の

環
境

モ
デ

ル
の

検
証

に
適

す
る

。

3
7

環
境

モ
デ

ル
候

補
都

市
梼

原
市

高
知

県
森

の
資

源
が

循
環

す
る

公
民

協
働

の

「
生

き
も

の
に

優
し

い
低

炭
素

な
ま

ち
づ

く
り

」
宣

言
1

四
国

か
つ

太
平

洋
側

の
地

域
特

性
の

評
価

の
た

め
。

3
8

長
崎

市
長

崎
県

長
崎

市
地

球
温

暖
化

対
策

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

・
実

行

３
０

1
蒸

暑
地

の
実

証
実

験
フ

ィ
ー

ル
ド

と
し

て
適

当
。

一
定

規
模

の
住

宅
地

の
中

で
検

証
可

能
性

が
あ

る
。

3
9

熊
本

市
熊

本
県

4
0
0
年

の
歴

史
に

学
び

現
代

の
知

恵
で

築
く
環

境
保

全
都

市
く
ま

も
と

1
高

齢
化

に
伴

う
課

題
と

環
境

問
題

と
の

複
合

的
な

視
点

か
ら

の
課

題
解

決
に

期
待

し
て

い
る

。

4
0

新
規

推
薦

京
都

府

京
田

辺
市

京
都

府
京

都
府

け
い

は
ん

な
エ

コ
シ

テ
イ

推
進

プ
ラ

ン
1

京
都

府
「
け

い
は

ん
な

エ
コ

シ
テ

イ
推

進
プ

ラ
ン

」
の

対
象

地
区

と
し

て
京

田
辺

市
の

同
志

社
山

手
地

区
が

選
定

さ
れ

、
産

官
学

に
よ

る
「
サ

ス
テ

ィ
ナ

ブ
ル

ア
ー

バ
ン

シ
テ

ィ
協

議
会

」
が

設
け

ら
れ

、
低

炭
素

社
会

の
実

現
に

向
け

た
エ

コ
タ

ウ
ン

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
推

進
の

検
討

を
行

っ
て

い
る

。

4
1

新
規

推
薦

佐
渡

市
新

潟
県

佐
渡

市
エ

コ
ア

イ
ラ

ン
ド

構
想

1

地
理

的
に

本
土

に
比

較
的

近
い

日
本

最
大

級
の

独
立

電
源

の
離

島
で

あ
り

、
太

陽
光

、
風

車
、

地
熱

等
の

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

も
高

い
こ

と
か

ら
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
（
電

力
・
熱

）
と

交
通

と
を

融
合

し
た

総
合

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
の

地
域

実
証

を
行

う
上

で
の

規
模

と
し

て
も

適
当

で
あ

る
。

さ
ら

に
、

県
・
市

と
も

に
エ

コ
ア

イ
ラ

ン
ド

構
想

を
立

ち
上

げ
ス

マ
ー

ト
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

導
入

可
能

性
の

検
討

に
対

し
て

積
極

的
で

あ
り

、
制

度
設

計

な
ど

の
仕

組
み

作
り

を
取

り
入

れ
た

対
応

等
自

治
体

と
連

携
し

た
取

り
組

み
が

可
能

。

4
2

新
規

推
薦

糸
島

市
福

岡
県

1
福

岡
水

素
タ

ウ
ン

の
実

証
実

績
。

環
境

意
識

の
高

い
住

民
性

。
汎

用
性

の
高

い
住

宅
団

地
単

位
の

取
組

モ
デ

ル
を

創
出

で
き

る
。
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第7章 「CO2 見える化・評価」に係る実証提案の検討 

7.1. 検討の手順 

スマートハウスの普及に向けた基本サービスとして「CO2 見える化・評価」を提案してい

くにあたり、スマートハウス整備委員会にて、効果的に生活者の行動へつなげるには、社会

インフラとしてどのような仕組みが必要となるかを検討した。 

具体的な検討項目を以下に示す。 

 計測ルールのあるべき姿 

 評価ルールのあるべき姿 

 インセンティブのあり方 

 実証実験の評価と今後の課題 

 

7.2. 計測ルールのあるべき姿  

7.2.1. 計測対象ポイント 

家庭でのエネルギー使用に伴う CO2 の排出は、電力のみならずガスや灯油等の燃料の使用

によっても生じるため、理想的には、全ての使用エネルギーが同じ間隔で計測されることが

望ましい。 

しかし、灯油等燃料使用量のリアルタイムでの計測については家庭での実用に耐える方法

が今のところないことから、本検討での計測対象はひとまず、電気とガス（都市ガス、LP ガ

スを含む）とした。 

灯油等の燃料使用量の計測・把握は、家庭のトータルエネルギー量を把握する上では重要

な課題となる。 
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図 7.2-1 計測対象ポイントの考え方 

 

計測の対象機器、頻度および計測場所についても検討を行い、上記のような仕様を基準と

することが妥当であるとの結論に至った。 

 

 

7.2.2. 家電機器等における計測情報の目的の整理 

家電機器等の計測は、生活者へエネルギー量の実態等を示すために必要であるとともに、

サービスプロバイダ等からの「省エネソリューションの示唆」や、「制御」のための必要情報

という側面がある。 

したがって家電機器等の計測に際しては、「見える化・評価」のみならず「省エネソリュー

ションへの示唆」のための事項も含めて検討されるべきである。 

 

表 7.2-1 計測の目的 

家電等のエネルギー利用特性 計測目的

CO２見える化 ソリューション示唆

家電１

（間欠需要：スイッチオンの間にも電力使用
量が変動）

・30分程度の間隔で消費電力が把握できれ
ば良い。

・ユーザーがスイッチを“ON”にしている時間

の把握が、省エネ行動の示唆を得るため
に必要。

家電2

（連続需要：スイッチオンの間、ほぼ一定の
電力を使用）

・示唆を得るためには、使用継続時間（“On-
Off”）と30分程度の消費電力量があれば
良い。

（消費電力量一定の機器であれば、継続時
間のみで良い）、
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表 7.2-2 計測対象機器と計測頻度、目的 

計測対象機器 計測事項 計測箇所 計測頻度（暫定）

（インターバル）

計測・把握の目的

見える化・ｿ
ﾘｭｰｼｮﾝ示唆

ソリューション
の示唆

（ｴﾈﾙｷﾞｰ使用
量に基づく）

ソリューションの
示唆

（需要家の使用
状況に基づく）

１ 分散発電 太陽光発電 発電電力量 PCS～分電盤 15～30分（電力） ○ ○（PCS） －

コージェネ 発電電力量 発電端 15～ 30分（電力） ○ ○ －

蓄電池 充電/放電電力量、履歴 蓄電池のPCS 15～ 30分（電力） ○ ○ －

EV,PHEV 充電/放電電力量、履歴 充電回路 15～ 30分（電力） ○ ○ ○

２ 電力使用機
器

照明 使用電力量、On/Off 分電盤、回路、部屋別 15～ 30分（電力） ○ － ○

厨房 IHコンロ 使用電力量 機器／分電盤 15～ 30分（電力） ○ － ○

炊飯器 使用電力量 機器／分電盤 15～ 30分（電力） ○ － ○（On/Off)

電子レンジ 使用電力量、On/Off 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － ○（On/Off)

食器洗浄機 使用電力量、On/Off 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ ○ ○（On/Off)

厨房ファン On/Off 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － ○（保安？）

給湯 電気温水器 使用電力量 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ ○ ○※（On/Off)

CO2HP式給湯器 使用電力量 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ ○ ○（On/Off)

空調 電気式エアコン 使用電力量、On/Off 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ ○ ○（On/Off)

電気暖房器 使用電力量 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － －

床暖房 使用電力量、On/Off 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ ○ －

動力 洗濯器 使用電力量 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － －

冷蔵庫 使用電力量、On/Off 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － －

宅エレベータ 使用電力量、On/Off 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － －

乾燥 電気式浴室乾燥機 使用電力量、On/Off 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ ○ ○（On/Off)

電気式衣類乾燥機 使用電力量、On/Off 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ ○ ○（On/Off)

AV
機器

TV 使用電力量 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － －

ビデオ、録画機 使用電力量 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － －

オーディオ 使用電力量 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － －

PC 使用電力量 機器／分電盤 5分（On/Off)、15～30分（電力） ○ － －

３ その他 気温、室温 温度 機器／分電盤 15～30分（電力） ○ － －

全電力使用量 使用電力量 メーター／分電盤 15～30分（電力） ○ － －

ガス使用量 ガス使用量 メーター 15～30分（ガス） ○ － －

 

7.3. 評価ルールのあるべき姿 

生活者における CO2 排出抑制努力に対する評価については、適切な指標化の設定が重要な

課題である。 

この点については、実証実験を実施する各主体が具体的な設定をするべきであるが、設定

に際しては、表 7.3-1 を考慮し、合理性、生活者の納得性があり、かつ実効的な指標を設定

される必要がある。 
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表 7.3-1 測定結果に基づく評価ルール 

 CO2 排出量評価の基本仕様 

 評価の単位は、世帯別の月当たりの CO2 排出量を評価単位とする。 

 評価のルール（CO2 排出削減）については、世帯の“暮らしぶり”のパター

ンごとに比較をすべきであるとの意見に集約された。 

 なお、前年同月との比較も把握されるとよい。（同じ暮らしぶりの場合） 

 

 CO2 排出量把握の評価の枠組み 

 十分な実世帯のデータを活用した、年間を通じての（複数年が望ましい）計

測・評価が必要 

 ロードカーブからの世帯属性分類について、継続的に実施した十分なサンプ

ルのモニタリングデータを用いた精緻化を図る必要がある。 

▪ 世帯：戸建て、集合、建物構造別、世帯人員別 

▪ 地域：全国、複数地域 

 

 

7.4. CO2 見える化・評価に係るインセンティブのあり方  

CO2 排出量の評価に応じて、省エネやエネルギーの使い方の最適化を促していくことが期

待されるが、インセンティブの設定がこれらの目的に合っていなければ効果は期待できない。

スマートハウス整備委員会では、インセンティブシステムおよび運用体制の具体案が示され

た。 

家庭のエネルギー使用パターン別に CO2 排出の多寡を評価できた上で、「『高効率機器買い

替え』に限定したクーポン」（排出量の高い世帯向け）や、「さらなる省エネ行動、その他の

サービスを促進するインセンティブ（ポイント等）」を提供するモデルを構想した（図 7.4-1）。

また、インセンティブシステムの運用を含むサービスモデルについても具体化を図った。 

実証実験では、これらの案をブラッシュアップして、より具体的な提案が為されることが

期待される。 
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・既築世帯への高効率機器、PV、
LIB+HEMS（※）の導入

（要定義）

・HEMSなどによるエネルギー管
理の高度化

・省エネ行動

機器を通じた家庭のエネル
ギー利用効率向上：

（エネルギー使用機器の新設、リ
プレースによるCO２排出の抑制）

省エネ行動の普及：

（エネルギー利用行動の変化（省
エネ化）によるCO２排出の抑制）

家庭部門のCO２排出削減

・省エネ新築住宅（※）の普及
（※要定義）

家庭部門のCO２排出削減推進の視点

・「高効率機器・PV、
LIB+HEMSなどの導入イ
ンセンティブの付与（割
引）」を通じたCO2排出抑
制の底上げ

・既築住宅での機器リプレー
ス・導入促進

・新築住宅での、高効率機器、
PV、LIB導入の促進

・「エネルギーデータ把握
機器（家電連係＋HEMS
など）の導入、さらなる省
エネ行動のへのインセン
ティブ付与」を通じたCO2
排出抑制の底上げ

・家電連係＋HEMSの導入普
及によるエネルギー管理高
度化の促進

・省エネ行動の推進

既往施策の
有無

×

○

×

×

論点：既築ストックの底上げ

論点：エネルギー管理高度化、省エネによるさ
らなるCO2排出抑制

論点：そもそも、如何にしてCO２排抑制努力を
『適切』に評価するべきか  

図 7.4-1 「機器更新」「省エネ行動の推進」の目的別にインセンティブ提供の対象を分ける

インセンティブシステムの考え方 

 

7.5. 実証実験の評価と今後の課題 

実証実験の評価について、現在の CO2 見える化・評価に係る実証および機器・システム開

発上の課題から、以下の論点を抽出した。 

 

①計測に関する実証テーマ、検証方法、開発要素 

・安定したエネルギー情報の取得方法の検証 

・複数の計測ポイントのパターンによる有効性の比較・検証 

・家庭にとって有効なフィードバックのインターフェース、情報提供タイミングの比

較・検証 

・気温、湿度等外部環境データの計測と反映 

・生活者の行動データの把握と分析への反映 

・計測誤差の評価 

・セキュリティの確保方策と効果の検証 

 

②評価に関する実証テーマと検証方法 

・公平な見える化指標と合理性、納得性の検証 

・生活者の反応の継続把握 

・コミュニティ活動による効果の仮説と検証 

 

③生活者にとって妥当なインセンティブの検証方法 

・インセンティブ水準別の省エネ効果の検証 

・具体的なビジネスモデルの評価検証 
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今後の課題を表 7.5-1 に示す。家庭・事業所でのエネルギー、機器利用のモニタリングデ

ータに基づく「 CO2 見える化・評価」のしくみは、単にエネルギー使用量を把握し、省エネ

や CO2 排出抑制を促進するのみならず、家庭・事業所への新たなサービスの創出やサービス

提供コストの削減等多くの付加価値を生むインフラとなる可能性を秘めており、活用の拡が

りが期待される。しかし、その一方で、利用の仕方によっては、懸念事項（リスク）もある

ことが示された。 

今後、宅内のエネルギーモニタリングによる「CO2 見える化・評価」のしくみを開発・普

及していく上で、懸念されるリスクを回避する制度が必要である。 

 モニタリング、情報収集の方法、セキュリティ確保に関する標準化 

 モニタリング情報の流通に関する規制（一定のセキュリティ要件の具備、認証、認定等） 

 

表 7.5-1 情報の計測にかかる課題抽出 

■ セキュリティの確保

（１）情報の扱い・流通のルールや運用の整備

・利用目的・対価の明確化

・情報の所有者

・情報開示ルール（範囲、開示の選択）

・情報の更新・保存

・情報のトレース

・個人が特定されない工夫

（２）情報管理者に対する課題：

・ガイドライン

・厳密（公的）な認定

（３）技術課題

・情報漏洩しない技術の確保

（４）法律の整備

■ 行動推定の精度の向上

 適切な情報の粒度、正確性の確保

■ その他

 ユーザサポート、解約、他の情報管理者への変更
への対応

 情報が漏れたときの対応

 停電・地震への対応

1. 本人が意図していない目的で情報が使われる。

 知ってほしくない人（会社）に情報（活動状況、家の所有物
等など)が漏れる

 自治体や政府により国民生活が監視されるような社会は困
る（犯罪捜査とか、NHKや税金の取り立てとか）

2. 個人のプライバシーが漏れる。

 この家は２日に１回しか風呂に入らない、浴槽に湯を張らず
シャワーのみだ、深夜に風呂に入っている

 一人暮らしなのにこの日は誰か泊まりに来ていたようだ

 家でほとんど調理をしていない

 日曜日は昼まで寝ている

3. 勧誘が増える。

 借金の取り立て、訪問販売、電話セールス、公共料金の訪
問集金など営業活動に使われると困る

 太陽光・太陽熱などの省エネ機器提案攻勢がかけられてし
まう

4. 空き巣が増える。

 生活パターンにより、不在期間がパターン化されてしまう

 家庭への在／不在だけでなく、部屋レベルでの在／不在ま
でがわかってしまう

5. 比較・差別に利用される（意図的/意図せず） 。

 家庭の電力消費量の違いが分かってしまうことで、各家庭
のエコ貢献度が比較でき、その格差でエコいじめが発生

 色々なことの評価基準に使用される（地域特性など）

 生活習慣を示されると不快に思うユーザ・世帯も存在

6. 行動の推定には誤りもある（推定の精度が低い）。

 行動推定・行動支援等に正確性が乏しいと、使われなくなる。

■ 分かること

 家庭内の所有物

・調理器具、暖房器具、部屋の大きさ

・主要な機器の所有状況・使用状況

・空調の性能（効率）

 家族構成

・住居人数

・風呂上りの電力量などから性別や年齢

 活動

・在／不在

・食事時間（調理時間などが推定可能）

 ライフスタイル／性格

・起床から睡眠までの生活パターン

・生活のだらしなさ・ムダ

・エコ意識

・新しい物好き、お金の使い方の傾向

 生活水準

・消費電力量

・家庭の光熱費（電力・ガス）

・ＣＯ２排出量

■ できること

① 省エネ系サービス

② マーケティング

③ 見守りサービス

④ 製品保守サービス

課題問題点
ロードサーベイデータから

分かること・できること

■ セキュリティの確保

（１）情報の扱い・流通のルールや運用の整備

・利用目的・対価の明確化

・情報の所有者

・情報開示ルール（範囲、開示の選択）

・情報の更新・保存

・情報のトレース

・個人が特定されない工夫

（２）情報管理者に対する課題：

・ガイドライン

・厳密（公的）な認定

（３）技術課題

・情報漏洩しない技術の確保

（４）法律の整備

■ 行動推定の精度の向上

 適切な情報の粒度、正確性の確保

■ その他

 ユーザサポート、解約、他の情報管理者への変更
への対応

 情報が漏れたときの対応

 停電・地震への対応

1. 本人が意図していない目的で情報が使われる。

 知ってほしくない人（会社）に情報（活動状況、家の所有物
等など)が漏れる

 自治体や政府により国民生活が監視されるような社会は困
る（犯罪捜査とか、NHKや税金の取り立てとか）

2. 個人のプライバシーが漏れる。

 この家は２日に１回しか風呂に入らない、浴槽に湯を張らず
シャワーのみだ、深夜に風呂に入っている

 一人暮らしなのにこの日は誰か泊まりに来ていたようだ

 家でほとんど調理をしていない

 日曜日は昼まで寝ている

3. 勧誘が増える。

 借金の取り立て、訪問販売、電話セールス、公共料金の訪
問集金など営業活動に使われると困る

 太陽光・太陽熱などの省エネ機器提案攻勢がかけられてし
まう

4. 空き巣が増える。

 生活パターンにより、不在期間がパターン化されてしまう

 家庭への在／不在だけでなく、部屋レベルでの在／不在ま
でがわかってしまう

5. 比較・差別に利用される（意図的/意図せず） 。

 家庭の電力消費量の違いが分かってしまうことで、各家庭
のエコ貢献度が比較でき、その格差でエコいじめが発生

 色々なことの評価基準に使用される（地域特性など）

 生活習慣を示されると不快に思うユーザ・世帯も存在

6. 行動の推定には誤りもある（推定の精度が低い）。

 行動推定・行動支援等に正確性が乏しいと、使われなくなる。

■ 分かること

 家庭内の所有物

・調理器具、暖房器具、部屋の大きさ

・主要な機器の所有状況・使用状況

・空調の性能（効率）

 家族構成

・住居人数

・風呂上りの電力量などから性別や年齢

 活動

・在／不在

・食事時間（調理時間などが推定可能）

 ライフスタイル／性格

・起床から睡眠までの生活パターン

・生活のだらしなさ・ムダ

・エコ意識

・新しい物好き、お金の使い方の傾向

 生活水準

・消費電力量

・家庭の光熱費（電力・ガス）

・ＣＯ２排出量

■ できること

① 省エネ系サービス

② マーケティング

③ 見守りサービス

④ 製品保守サービス

課題問題点
ロードサーベイデータから

分かること・できること
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